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序     文 
 

1990 年代初頭のソ連邦崩壊以降、キューバ共和国における経済の低迷は廃棄物管理の適切な実

施に対しても大きな打撃を与えました。ハバナ市では燃料不足のため郊外の処分場までの廃棄物

輸送が困難となり、市内複数箇所に暫定的に設置された緊急処分場に廃棄物が集積され市民の生

活環境が悪化する等の問題が発生しました。また主要処分場の埋め立て許容量が徐々に限界に近

づき新処分場の早期確保も大きな課題となっています。 
このためわが国は、キューバ共和国政府の要請に基づき「ハバナ市廃棄物総合管理計画調査

（2003～2006 年）」を実施し、ハバナ市の廃棄物管理事業の抜本的改善のため 2015 年を目標年次

とするマスタープラン（M/P）を策定しました。これに基づき、キューバ共和国政府は大部分の

緊急処分場の閉鎖、既存処分場の改善、ごみ収集車 70 台及びコンテナの独自調達、New Guanabacoa
新処分場建設の決定、国際連合工業開発機関（UNIDO）との協力による分別収集パイロットプロ

ジェクトの実施及び分析ラボ設置等、M/P の具現化を図ってきています。 
他方、経済封鎖による資源の不足から廃棄物行政に割り当てられる予算は十分ではなく、現有

の資源を組み合わせることで対処療法的に対応してきたため、計画を立てて事業を進めることが

できず、又人材育成も体系だったものがないため、技術面のみならず、組織面、制度面、社会シ

ステム面のキャパシティの欠如により、M/P の適切な実行が妨げられている状況です。 

このような状況の下、M/P に基づくハバナ市廃棄物管理事業の改善をより効果的に推し進める

ために、「分別収集・運搬・リサイクルの実施計画策定を通じた廃棄物管理能力向上」と「ハバナ

市内住民の意識啓発」について日本の技術と知見が必要であるとして、キューバ共和国政府はわ

が国に本技術協力プロジェクトを要請しました。これを受けて、独立行政法人国際協力機構

（JICA）は、プロジェクト開始に向けた協議を行うため、2009 年 1 月に JICA 国際協力専門員吉

田充夫を団長とする詳細計画策定調査団を現地に派遣し、協議議事録（M/M）の署名を取り交わ

しました。本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力

プロジェクト実施にあたって、関係方面に広く活用されることを願うものです。 

ここに調査団各位をはじめ、調査にご協力いただいた、外務省、環境省、在キューバ共和国日

本国大使館など、内外関係各機関のかたがたに深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支

援をお願いする次第です。 

 

平成 21 年 5 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部長 中川 聞夫 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：2009 年 4 月 14 日 

担当部・課：地球環境部 環境管理第二課 

１．案件名 

キューバ共和国ハバナ市廃棄物管理能力向上プロジェクト 

２．協力概要 

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 
ごみの収集・運搬能力が強化されること、最終処分場の設計と運営管理のための能力が強

化されること、一般住民を含めた発生源におけるごみ減量化のための能力が強化されるこ

と、又これら能力の基礎となる、ハバナ市における行政上中心的な廃棄物処理サービス提供

機関であるハバナ市公共サービス局（DPSC）のマネージメント能力やごみ教育を含めた総

合的な廃棄物管理能力が向上することにより、ハバナ市全体における都市廃棄物管理

（MSWM）能力が強化されることをめざす。 
 

（2）協力期間 

2009 年 9 月～2013 年 2 月（3 年 6 ヵ月） 

 

（3）協力総額（日本側） 

約 3 億 5,000 万円 

 

（4）協力相手先機関 

ハバナ市公共サービス局（DPSC） 

 

（5）国内協力機関 

特になし 

 

（6）裨益対象者及び規模 
1）直接裨益者：DPSC 及び DPSC 衛生部（UPPH：注 1）における本プロジェクトのカウンタ

ーパート（12 人程度）並びにパイロットプロジェクト対象地区（プラジャ区ミラマール町

人口）の住民（約 2 万 2,600 人） 

2）間接裨益者：ハバナ市民（約 220 万人） 
 

注 1：DPSC は廃棄物行政のみならずハバナ市の公共サービス提供を所管する組織である。UPPH は DPSC 内の一部

署であり、廃棄物行政では収集・運搬、最終処分場に関する技術面での運営部署として位置づけられる。 

３．協力の必要性・位置づけ 

（1）現状及び問題点 

1990 年代初頭のソ連邦崩壊以降のキューバ共和国（以下、「キューバ」と記す）経済の低

迷は廃棄物管理の適切な実施に対しても大きな打撃を与えた。ハバナ市においては燃料不足

のため郊外の処分場までの廃棄物輸送が困難となり、市内複数箇所に暫定的に設置された緊



 

急処分場に廃棄物が集積され市民の生活環境が悪化する等の問題が発生した。また主要処分

場の埋め立て許容量が徐々に限界に近づき新処分場の早期確保も大きな課題となっていた。

このため JICA は、キューバ政府（GOC）の要請に基づき「ハバナ市廃棄物総合管理計画

調査（2003～2006 年）」を実施し、ハバナ市の廃棄物管理事業の抜本的改善のため 2015 年を

目標年次とするマスタープラン（M/P）を策定し、最終処分場の改善やコンポストを活用し

たごみの減量化、その実現のための分別収集及び住民啓発の重要性などが提案された。これ

に基づき、キューバ政府は大部分の緊急処分場の閉鎖、既存処分場の改善、ごみ収集車 70

台及びコンテナの独自調達、New Guanabacoa 新処分場建設の決定、国際連合工業開発機関

（UNIDO）との協力による分別収集パイロットプロジェクトの実施及び都市廃棄物

（MSW）・浸出水の専門分析ラボラトリー設置等、M/P の具現化を図ってきている。こうい

ったキューバ側の自助努力と並行して、日本政府（GOJ）は、2006 年度に最終処分場運営改

善、緊急処分場閉鎖計画立案指導のための JICA 短期専門家を派遣するとともに、2007 年度

にリサイクル草の根無償資金協力による中古ごみ収集車供与を行った。 

このようななか、ハバナ市の廃棄物管理事業の改善をより効果的に推し進めるために、「分

別収集・運搬・リサイクルの実施計画策定を通じた廃棄物管理能力向上」と「ハバナ市内住

民の意識啓発」について日本の技術と知見が必要であるとして、2007 年 8 月キューバにより

わが国に対する技術協力プロジェクトの要請がなされた。詳細計画策定調査の結果、廃棄物

管理のプロセスのうち、厨芥類が大半を占める一般廃棄物を減量化するための取り組み不足

や、収集・運搬計画の不全や車両整備場・修理工場の能力不足、最終処分場の設計・運営管

理に関する技術不足、又これらの取り組みを事業として進めるための計画部門における計画

策定やマネージメント等の基礎能力の不足により、廃棄物管理のための総合的な取り組みが

不十分であることが判明した。 

 

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ 

キューバでは、政府として取り組むべき責務として、社会的・経済的な持続的開発のため

に極めて重要である環境及び資源の保全が憲法第 27 条に謳われている。キューバの環境政

策・戦略を定める「国家環境戦略」は 1997 年に承認され、その後の経済社会環境の変化を

考慮したうえで見直され、現在、「国家環境戦略 2007～2010 年」が策定されている。そのな

かで、廃棄物管理は重要視されており、廃棄物発生を抑え、リサイクルやリユースを含む適

切な廃棄物管理は、環境意識啓発や多様なアクターの参画などとともにキューバ環境政策・

管理の原則として位置づけられている。MSWM に関しては、不適切な管理により引き起こ

される汚染を軽減・予防・コントロールすることを目的に、廃棄物収集、リサイクル、最終

処分場運営、分別収集などの具体的な目標値及び活動が示されている。 

 

（3）他国機関の関連事業との整合性 

UNIDO 支援による“Transfer of Environmental Sound Technology for Cleaner Management of 
Municipal Solid Waste in Havana City and “Tourist Poles”, Pilot Demonstration Project（2004～

2009 年 6 月終了予定）は、廃棄物処理従事者への研修供与、ラボラトリー強化、ごみ量削減

を目的とした分別収集の試験的な実践を含み、JICA 開発調査「ハバナ市廃棄物総合管理計

画調査」（2003～2006 年）で策定された M/P に沿う形で実施されてきた。この UNIDO プロ



 

ジェクトで得られた成果・教訓を生かしつつ地域の現状を勘案したより現実的、持続性のあ

る方法を用いた活動が本プロジェクトでは計画されている。このように、関連事業で設置さ

れた MSW・浸出水の専門分析ラボラトリーや、育成された人材が活用されるなどシナジー

効果が期待され、関連事業との整合性は高い。 
 

（4）わが国援助政策との関連 
わが国は、キューバが現有する「社会的公正」（注 2）と両立させながら、直面する開発課

題に効果的に取り組むことができるよう、対キューバ経済協力を積極的に実施してきてい

る。従来、技術協力を中心に実施しているが、1997 年以降、キューバ国民に直接裨益するよ

うな案件を中心に経済・社会開発の支援を実施している。 
2000 年 10 月に、キューバに JICA による初のプロジェクト確認調査団を派遣し、先方政

府と政策協議を行い、農業、環境分野を重視した協力を行っていくことで合意したが、その

後定期的に実施されている政策協議のなかにおいても、これら 2 つの分野を中心とした協力

を進めていく方向が確認されている。 
また、わが国は、2004 年 6 月の G8 サミットにおいて小泉元首相から提案された 3R イニ

シアティブを積極的に推進しており、本プロジェクトにおいても、日本が 2000 年代以降強

化してきた 3R 関連活動による知見が活用されることから、循環型社会の国際的推進に向け

た取り組みとして位置づけられる。 
注 2：キューバでは、労災や年金プログラムなど、革命前から社会サービスの提供に関しては中南米地域の先進国で

あった。一方で、医療サービスに関する都市と農村の格差や、当時の年金プログラムでは低収入層はカバーさ

れないことなど、一部のサービスについては格差がみられた。キューバ革命以降、社会的サービスを享受する

国民間で格差が生じないよう、すべての国民に基本的な生活を保障するための制度が構築された。「社会的公

正」は、キューバ革命イデオロギーの重要な柱とされている〔参考：外務省政府開発援助（ODA）国別データ

ブック 2008）〕。 

４．協力の枠組み 

DPSC を主たる対象にする本プロジェクトは、廃棄物処理の総合的管理能力を高められるよう

当該組織を中心としたキャパシティ・ディベロップメント（CD）を支援するものである。 
なお、具体的な指標の設定のためには活動内容の更なる明確化が必要であるが、活動内容の明

確化はプロジェクト開始後に実施されることになっているため、本評価表では仮設定された指標

を記載している。プロジェクト開始直後に、日本人専門家とカウンターパートにて協議を行い、

具体的、明確かつ測定可能な指標を検討し設定することとする。 

（1）協力の目標（アウトカム） 

1） 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
DPSC の MSWM が、協力機関（注 3）との連携を通じて強化される。 

注 3：科学技術環境省ハバナ支所（CITMA-Habana）、プラジャ区公共サービス局（DMSC）、水資源研究

所（IHR）、農業省（MINAGRI）土壌研究所（IS）、保健省（MINSAP）衛生研究所等。 

＜指標・目標値＞ 

・他機関との連携により、改善された事業プロセスによる活動に X 件着手する。 

・ハバナ市民の、ごみ減量化、分別収集に関する行動変容が促進される。 



 

2） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

ハバナ市全域において、MSWM が適正に実施され、市の衛生環境が改善される。 
＜指標・目標値＞ 

・ハバナ市におけるごみ収集率が、X％から Y％になる。 
・X ヵ所以上の自治体で、パイロットプロジェクト対象地区で実施したごみ減量実践の

導入が検討される。 
・環境や社会に調和し、適切に運営管理される処分場の数が X ヵ所になる。 

 
（2）アウトプットと活動 

【アウトプット 1】DPSC 計画部門が、廃棄物課題の総合的対処のために、基礎能力を身につ

ける。 

＜活 動＞ 
1-1 M/P に沿って、DPSC のキャパシティ・アセスメント（CA）を実施する。 

1-2 DPSC 計画部門が、関連機関との連携調整をしながら事業の計画・モニタリング・

評価の能力を高めるためにアクションプランを作成する。 

1-3 アウトプット 2～4 でカバーされる以外のもので、CA の結果必要とみなされる廃

棄物管理能力強化のための研修/OJT を UPPH を対象に実施する。 

1-4 作業員・収集員や学生を含む住民を対象とした廃棄物教育のプログラムを作成す

る。 

1-5 1-4で作成したプログラムを、学校におけるコンポスト導入などを通して実施する。

1-6 プロジェクト終了までに、M/P の見直しを行い、改訂する。 

 

＜指標・目標値＞ 

・プロジェクト終了までに、M/P 見直しが終了する。 

・事業のプロセスが改善され、事業関連報告書の計画・モニタリング・評価に関する質

が向上する。 
・収集員・作業員の廃棄物問題と廃棄物管理の重要性に関する意識調査結果が X％から

Y％に上がる。 

・ハバナ市民の、DPSC の廃棄物管理事業に対する理解度が X％から Y％に上がる。 

 

【アウトプット 2】パイロットプロジェクト対象地区における発生源分別（注 4）が促進され、

UPPH の有機ごみ処分量減量化のための能力が強化される。 
注 4：ごみが排出される発生源において分別を行うこと。 

＜活 動＞ 

2-1 ごみ減量化のための方策を検討する。 

2-2 有機ごみを利用したコンポスト化のためのパイロットプロジェクトの計画を策定

する。 

2-3 関連機関（MINAGRI IS、DMSC 等）と共同で、パイロットプロジェクト対象地区

における特定発生源（ホテルやレストランなどの大規模な排出者）からの分別収集

に関するパイロットプロジェクト活動を行う。 



 

2-4 関連機関（MINAGRI IS、DMSC 等）と共同で、コンポストヤード（注 5）において

コンポスト生産を行うためのパイロットプロジェクト活動を行う。 
2-5 パイロットプロジェクトの評価を行う。 

注 5：Calle100 最終処分場が候補地としてあげられている。 

 

＜指標・目標値＞ 
・パイロットプロジェクト対象地区でのコンポスト生産用の有機ごみが、Xkg 回収され

る。 
・パイロットプロジェクト対象地区のコンポストが、Xkg 生産される。 

 
【アウトプット 3】UPPH のごみの収集・運搬能力が強化される。 

＜活 動＞ 
3-1 収集運搬計画を見直し、改正した内容を実行する。 

3-2 車両整備場・修理工場を改善する。 
3-3 コンテナ・収集車の運用を改善するための関連活動を実施する。 

3-4 収集・運搬実務に関するトレーニングを行う。 

 

＜指標・目標値＞ 

・収集車両の稼働率が、X％から Y％になる。 

・UPPH が提供する収集・運搬の頻度が適正化され、住民の満足度が X％から Y％にな

る。 

 

【アウトプット 4】UPPH の最終処分場の設計と運営管理のための能力が強化される。 

＜活 動＞ 

4-1 既存最終処分場への収集車の入場計画を策定する。 

4-2 関連機関（CITMA-Habana、IHR、MINSAP 衛生研究所等）と共同で、既存最終処

分場重機の整備改善のための関連活動を行う。 

4-3 関連機関（CITMA-Habana、IHR、MINSAP 衛生研究所等）と共同で、新規東部最

終処分場（注 6）の設計に関する見直しを行う。 

4-4 既存の運営マニュアルの見直しを含め最終処分場運営管理に関するトレーニング

のための教材を準備し、トレーニングを行う。 
注 6：キューバ初の衛生埋立処分場。現在、建設計画中で、環境社会配慮審査を受けている段階。

 

＜指標・目標値＞ 

・プロジェクト終了までに、運営マニュアルのとおり、既存最終処分場のごみ投棄、転

圧、覆土、法面維持、浸出水処理が適切に行われる。 
・プロジェクト終了までに、環境や社会に調和した新規東部最終処分場の設計が改訂さ

れる。 

 

 



 

（3）投入（インプット） 

1） 日本側：総投入額 3 億 5,000 万円 
・短期派遣専門家 

チーフアドバイザー/廃棄物総合管理、コンポスト/分別収集、工作機械操作、最終処分

場設計・運営管理、収集車両整備 

・機材供与 
有機ごみ収集車、コミュニティ・コンポストヤード建屋建材、有機ごみ回収容器、収集

車両修理機材、埋立地重機整備機材 
・研修員受入 

カウンターパート研修（本邦研修、第三国研修） 
2）キューバ側： 

・人員（カウンターパート）配置 
プロジェクト・ダイレクター（DPSC 次長） 

プロジェクト・マネージャー（DPSC 開発投資部長） 
カウンターパート（UPPH 次長等） 

・施設・建物 

プロジェクト活動に必要な日本人専門家及び関連人員の執務室 

資機材設置施設の提供 

必要に応じ両国で合意したその他の諸施設 

・管理運営費 

関連職員にかかわる経費 

光熱費など基本的プロジェクト運営費用 

・免税措置 

資機材輸入にかかわる支援 

 

（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 
1） 前提条件 

特になし。 

2） アウトプット達成のための外部条件 

特になし。 
3） プロジェクト目標達成のための外部条件 

特になし。 

4） 上位目標達成のための外部条件 

・ハバナ市の廃棄物管理のための適正規模の予算が確保される。 

・環境重視という GOC の方針が継続する。 

・ハバナ市全体の廃棄物管理に必要な燃料が安定的に供給される。 

５．評価 5 項目による評価結果 

（1）妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 



 

・キューバ「国家環境戦略」における廃棄物管理の位置づけが高いことから、廃棄物管理に

対する支援の政策面での妥当性は高い。 
・JICA の対キューバ支援政策においては 2000 年 10 月に派遣したキューバ初のプロジェク

ト確認調査団による基礎調査及びその後も続けられてきた政策協議により環境分野、農業

（食糧増産）を重視した協力を行うことで合意しており、本プロジェクトは環境プログラ

ムを構成する主要プロジェクトである。 
・また、本プロジェクトは日本が積極的に推進してきた 3R イニシアティブの趣旨と合致し

ており、2000 年代以降強化してきた 3R の取り組みによる知見が活用されることから、日

本の外交政策面においても妥当性は高い。 

 
（2）有効性 

本プロジェクトにおいては、廃棄物管理の全体計画が開発調査（M/P）において明確にさ

れており、その枠組みのなかで、既にキューバ側で実施されている部分を除いてカウンター

パートの能力の底上げを行うこととする。プロジェクト目標として定める DPSC の能力強化

達成のための戦略として設定されたアウトプットは、ハバナ市における MSWM 能力強化に

必要なすべての要素、すなわち、管理能力、ごみ減量化能力（分別収集含む）、収集・運搬

能力、最終処分能力、ごみ教育の分野を包含している。すなわち、これらの要素が含まれる

4 つの各アウトプットはすべて目標達成に貢献すると考えられる。 

 

（3）効率性 

環境教育分野のように、既に担当者が配置されるなどキューバ国内に一定程度の経験ある

ものについては、できる限り、国内のノウハウを活用することを想定し、日本側の投入を抑

える計画となっている。また、先の開発調査では CITMA-Habana、DPSC をカウンターパー

トとして実施しており、本調査により能力強化された人材が本プロジェクトにも多く参加す

ること、UNIDO のプロジェクトにより設置された専門性の高い MSW・浸出水の専門分析ラ

ボラトリーの情報を活用し得るなど、既存の資源を活用することで、限られた投入から最大

限の効果を引き出す工夫が組み込まれていることから、効率性は高いと判断できる。 

また、JICA が MSW 改善を目的とした同種のプロジェクトを中米を含む他国で展開した経

験を有することから、そこで蓄積された知見、経験、教訓が生かされ得る。 

なお、UNIDO が実施したパイロットプロジェクトの教訓を踏まえ、コンポストの原料と

なる有機物の確保については、住民の協力を得にくい「家庭ごみを有機・無機に分別して回

収」するのではなく、「特定発生源から回収」することで、ごみ質を高め安定的な量のごみ

をコンポストに供給する予定であり、UNIDO プロジェクトと重複しないよう調整を図って

いる。 

 

（4）インパクト 
UPPH の廃棄物収集車修理及びメンテナンス工場は、その下部にある地域のメンテナンス

工場をもバックアップしており、ハバナ市全体をサポートする構造となっている。プロジェ

クトの活動を通してその機能強化を行うことで、ハバナ市全体のごみの収集運搬改善に大き

く貢献することが可能である。また、本プロジェクトのパイロットプロジェクト対象地区で



 

あるミラマール町でのパイロットプロジェクトでの活動によってごみ減量効果が確認され

れば、その経済的な効果からもハバナ市他地域へキューバ側が主体的に拡大していく可能性

がある。すなわち、「ハバナ市全域において、MSWM が適正に実施され、市の衛生環境が改

善される」（上位目標）につながる可能性は高い、と判断される。 
 

（5）自立発展性 
以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継

続されるものと見込まれる。 
【政策・制度】 

・廃棄物管理重視という政策的追い風に加えて、改善されたサービスを享受する住民の声

を根拠に更なる政策的なうしろ盾を得ると考えられることから、廃棄物管理に対する政

策・制度面での自立発展性は高い。 
【組織・財政支援】 

・DPSC には開発調査のカウンターパートが多数在籍しており人材の層が厚く、又人材の

定着率も高い。 

・プロジェクトの成果として、財政的観点も考慮した持続可能な改訂 M/P が策定されるこ

とから、財政的な観点からの自立発展性を確保する仕掛けがプロジェクト活動のなかに

組み込まれていることで、財政的自立発展性が高い。 

【技術面】 

・本プロジェクトで移転される技術は M/P に沿って廃棄物管理強化をめざすカウンターパ

ートのニーズに合致したものであり、又技術者の技術吸収能力及び意欲が高く、技術の

受容性は高い。 

・本プロジェクトの成果の共有を目的として結成されるテクニカル・コミッティー等を通

じて移転された技術が普及される可能性は高い。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

MSW 問題の解消は、貧困に苦しむ一般住民の生活環境・衛生状況を直接的に改善することに

貢献する。また、ごみ量の軽減や資源回収は、環境への負荷を減らすことにつながる。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

【中米域内の他の案件からの教訓】 

エルサルバドルで実施された「地方自治体廃棄物総合管理プロジェクト」（2005 年 11 月～

2009 年 3 月）では既存処分場改善に関する適切な技術指導を行い、成功を収めた。他方、同国

では、他ドナーによる新規処分場では建設後の不適正な運営管理から周辺住民の反発を招い

て、現在は閉鎖された状態が続いているために JICA プロジェクトとの対比事例としてあげら

れる。JICA プロジェクトでは、既に存在した不適正なオープンダンプを改善し、同じ場所で

新規の埋立区画の建設を行っているためプロジェクトに対する周辺住民の受容度は高い。これ

らの事例を参考としつつ、処分場に関する助言は、住民との合意形成や周辺環境との調和を踏

まえて行うこととする。 

また、本案件で技術指導の対象となる最終処分場に関しては、カウンターパート側により既



 

に確保されている。 

８．今後の評価計画 

中間レビュー：協力開始後 21 ヵ月（2011 年 6 月予定） 
終了時評価：協力終了前 6 ヵ月（2012 年 8 月予定） 

事後評価：協力終了後 3 年（予定） 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 要請の背景 

1990 年代初頭のソ連邦崩壊以降のキューバ共和国（以下、「キューバ」と記す）経済の低迷は

廃棄物管理の適切な実施に対しても大きな打撃を与えた。ハバナ市においては燃料不足のため郊

外の処分場までの廃棄物輸送が困難となり、市内複数箇所に暫定的に設置された緊急処分場に廃

棄物が集積され市民の生活環境が悪化する等の問題が発生した。また主要処分場の埋め立て許容

量が徐々に限界に近づき新処分場の早期確保も大きな課題となっていた。 

このため JICA は、キューバ政府（GOC）の要請に基づき「ハバナ市廃棄物総合管理計画調査

（2003～2006 年）」を実施し、ハバナ市の廃棄物管理事業の抜本的改善のため 2015 年を目標年次

とするマスタープラン（M/P）を策定し、最終処分場の改善やコンポストを活用したごみの減量

化、その実現のための分別収集及び住民啓発の重要性などが提案された。これに基づき、GOC は

大部分の緊急処分場の閉鎖、既存処分場の改善、ごみ収集車 70 台及びコンテナの独自調達、New 
Guanabacoa 新処分場建設の決定、国際連合工業開発機関（UNIDO）との協力による分別収集パイ

ロットプロジェクトの実施及び都市廃棄物（MSW）・浸出水の専門分析ラボラトリー設置等、M/P

の具現化を図ってきている。こういったキューバ側の自助努力と並行して、日本政府（GOJ）は、

2006 年度に最終処分場運営改善、緊急処分場閉鎖計画立案指導のための JICA 短期専門家を派遣

するとともに、2007 年度にリサイクル草の根無償資金協力による中古ごみ収集車供与を行った。 

このようななか、ハバナ市の廃棄物管理事業の改善をより効果的に推し進めるために、「分別収

集・運搬・リサイクルの実施計画策定を通じた廃棄物管理能力向上」と「ハバナ市内住民の意識

啓発」について日本の技術と知見が必要であるとして、2007 年 8 月キューバによりわが国に対す

る技術協力プロジェクトの要請がなされ、採択された。 

JICA は 2009 年 1～2 月にかけて詳細計画策定調査を実施し、本格協力の枠組みについてハバナ

市公共サービス局（DPSC）等の現地関係機関と協議の結果、合意に至った。 

 

１－２ 調査の目的 

キューバにおける M/P の実施状況の確認、分析を行い、5 項目評価の観点から、先方の要請内

容、本格協力の骨子、妥当性を確認するとともに、上記内容を反映したプロジェクト目標、成果、

活動及び投入の協議を行いプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（案）、活動計画（PO）

（案）、討議議事録（R/D）（案）を作成し、協議議事録（M/M）に署名する。 

 
１－３ 調査団の構成 

（1）団長/総括 JICA 国際協力専門員 
吉田 充夫 

（2）廃棄物管理/初期環境調査（IEE） 株式会社ワープインターナショナル 
佐藤 彰祝 

（3）評価分析 グローバルリンクマネージメント株式会社 
古谷 典子 
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（4）協力企画 JICA 地球環境部 環境管理グループ 
環境管理第二課 調査役 
野吾 奈穂子 

 
１－４ 調査日程 

 日付 官団員（2 名） コンサルタント・通訳（3 名） 

1 1/11（日）  10:15    キューバ着 
12:00-17:00 キューバ援助調整専門家打合せ 

2 1/12（月）  09:05-09:40 外国投資経済協力省（MINVEC）訪問（Protocolo）

10:05-11:00 科学技術環境省（CITMA） (Salón Duaba) 
14:00-16:00 DPSC-Havana 協議（Línea y 2） 

3 1/13（火）  09:00-09:40 CITMA-Havana 訪問（17 y 52） 

10:00-12:00  カウンターパート協議 
（DPSC-Havana、CITMA-Havana）（30 e/21 y 23） 

14:00-15:00  サイト訪問〔Calle 100 市衛生部（UPPH）等〕 

4 1/14（水）  09:00-11:00  区公共サービス局（DMSC）訪問（7ma y 36 Playa）

14:20-16:20  リサイクル企業訪問〔資源回収公社連合（UERMP）〕

5 1/15（木）  10:00-12:00 プラジャ区ミラマール町訪問 

14:00-15:40 AURORA 社訪問（Playa） 

6 1/16（金）  09:00-12:00 農業省（MINAGRI）土壌研究所（IS）訪問 

14:05-14:40 EMED 

14:45-15:45 UNIDO 

7 1/17（土）  資料整理 

8 1/18（日）  資料整理 

9 1/19（月） 12:15   （吉田団長、野吾団員）キューバ着 

14:30-15:30 在キューバ JICA 事務所打合せ 

16:00-16:30 在キューザ日本国大使館表敬 

10 1/20（火） 08:45-09:05 援助窓口機関（MINVEC）表敬 

10:00-11:40 DPSC-Havana 訪問 
12:00-13:30 DPSC-Havana、UPPH 担当者と協議 

14:00-15:20 CITMA-Havana 訪問 

16:30-18:00 団内打合せ、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワ

ークショップ準備 

11 1/21（水） 09:00-16:00 PCM ワークショップ（MINVEC） 

17:15-20:00 団内打合せ

12 1/22（木） 09:00-16:00 PCM ワークショップ（MINVEC） 

17:15-20:00 団内打合せ 

13 1/23（金） 08:00-11:00 団内打合せ 

11:30-14:30 M/M 案作成・協議（DPSC-Havana、UPPH、CITMA-Havana） 
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14 1/24（土） 10:00-14:30 車両整備場・修理工場視察（UPPH） 

15:30-20:00 団内打合せ 

15 1/25（日） 資料整理 

16 1/26（月） 09:00-13:00 M/M 案作成・協議（DPSC-Havana、UPPH、CITMA-Havana） 
14:00-17:30 団内打合せ 

17 1/27（火） 10:00-10:50 コンポストヤード視察（Calle 100 最終処分場内） 
11:10-13:00 M/M 案作成・協議（DPSC-Havana） 

14:00-17:30 バイオガスサイト視察（吉田団長、佐藤団員） 
18:00-20:00 団内打合せ 

18 1/28（水） 09:00-10:00 M/M 案担当者協議（DPSC-Havana、MINVEC） 

11:00-12:00 M/M 署名 
12:00-14:00 ワークショップ結果に係る意見交換 

16:00-16:30 在キューバ日本国大使館報告 

19 1/29（木） 07:25   （吉田団長）現地発→メキシコ（10:50）MX7323、 

      在メキシコ JICA 事務所報告 

08:00-19:00 （古谷団員、佐藤団員、山脇団員）CITMA-Havana 協議 

17:30   （野吾団員）現地発→メキシコ（19:35）MX320 

20 1/30（金） 08:00-15:00 （古谷団員、佐藤団員、山脇団員）CITMA-Havana 協議 

17:30    現地発→メキシコ 

 
１－５ 調査結果 

当初要請では、「分別収集・運搬・リサイクルの実施計画策定を通じた廃棄物管理能力向上」と

「ハバナ市内住民の意識啓発」に関する技術指導が要請されていた。しかし、要請提出時点から

現地の状況は変わっており、予算や人員などの制約があるなかで M/P の提言事項を実践してきた

こと、又環境に配慮した最終処分場の設計に既に着手しており、技術指導ニーズが高い分野であ

ることが分かった。 

ハバナ市における総合的廃棄物管理の取り組みを進めるためには、ごみの排出から処分場に至

るまでの過程で包括的に技術指導を行う必要があり、加えて、これら指導を通じて得た技術を活

用して、プロジェクトを進めていくための基礎となるマネージメント能力も強化していく必要が

ある。PCM ワークショップや現地での協議の結果を踏まえ、カウンターパート機関の高いオーナ

ーシップとキャパシティを勘案して枠組みを策定した。 
 

１－６ 協議概要 

先方との協議結果は以下のとおり。 

 

（1）調査内容の合意 

DPSC を中心とした関係機関と本格協力の枠組みについて協議し、R/D 案を添付した M/M

にて PDM、キューバ側・日本側双方の負担事項等について合意した。 
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（2）協議の要点 

1） 案件名 
以下のとおりとする。 

英文：The Project for Improvement of Capacity on Solid Waste Management in Havana City, the 
Republic of Cuba 

和文：キューバ共和国ハバナ市廃棄物管理能力向上プロジェクト 
2） 対象地域：ハバナ市 

3） プロジェクト期間：3.5 年間 
4） 実施機関 

DPSC（UPPH を含む）を実施機関とし、その他、プロジェクトにかかわる協力機関及び

合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）の参加機関を以下のとおりとする。 

・ CITMA-Habana 
・ 外国貿易投資省（MINCEX、旧名称 MINVEC） 

・ プラジャ DMSC 
・ 水資源研究所（IHR） 

・ MINAGRI IS 

・ 保健省（MINSAP）衛生研究所 等 



5

1
2007 2010 Estrategia Ambiental Nacional 

2007-2010
5

1

6

70
2

15

2

DPSC
DPSC UPPH

UPPH
5

DPSC UPPH 20 UPPH

40
15 1 2-1

15 112
2

14



6

1
770 660

2-2
UPPH

UNIDO

DPSC 24

24
2 4 /



7

2
15

1 130 170US

100 1

UPPH

2
UPPH

1 20
2009 2,000



8

3

30 5,000m 2 5:00 12:00 12:00 19:20 2
1 1 32 /

PET

1kg  1.5
8  1.5

PET 1  20

4

UPPH 2-1 15 113
25

75 78 /

3
6

60m3

2009 30

3



9



10



11

5

UPPH

17 21 /

1960

1 1



12

UPPH

UNIDO
Transfer of EST (Environmental Sound Technology) for Cleaner Management of Municipal Solid 

Waste in Havana City and Tourist Poles”

UNIDO

1

Calle100
2008

1

2

UPPH

60kw/hr

15 20t/

UPPH



13

2009 1 3
Calle100 Ocho Vias DPSC Campo de Florido 1990

1

Calle100 
Ocho Vias 

Campo de Florido 
Guanabacoa Barreras

9 2006 JICA

Calle100 Ocho Vias
El Vidrio

1 Calle100

Calle100 Marianao 104ha

UPPH

2 1
1

6



14

2

DPSC

JICA 2006
WB97R UPPH

DPSC

2006 JICA  D41E

UPPH

2 Ocho Vias
Ocho Vias San Miguel

1976

Calle100

DPSC

3

3 El Vidrio
10 El Vidrio

El Vidrio 1990



15

M/P
2

El Vidrio La Lisa 1.5 2ha



16

M/P
JICA GOC 2004 1 2006 1

2015 M/P 2007
3

M/P
M/P 7

M/P
M/P 2009 1 M/P

M/P

1

M/P

2 New Guanabacoa Calle100

New Guanabacoa
EIA Calle100



17

2

M/P

2 New Guanabacoa Calle100

New Guanabacoa

EIA
Calle100 UNIDO 2008 1

3
M/P

2015 8

Havana del Este

DPSC

DPSC

10



18

4

M/P

2 7

Havana del Este 3

2005 3 6
3

UNIDO
2

DPSC

DPSC
Havana del Este

2



19

60m3 40

2009 30
2009 2,000

5
M/P

New Guanabacoa

Calle100 80ha 24ha

Guanabacoa EIA

DPSC EIA
IHR

EIA

DPSC

6
M/P

11
Guanabacoa

Calle100 80ha
9

Calle100

Campo Florido

DPSC 3 1
10 14 M/P 2008 11

2009 1 2-2 Guanabacoa

Calle100 Campo de 
Florido 9 M/P



20

2007 1 3

El Vidrio

DPSC  Calle 100 Marianao

 Guanabacoa Guanabacoa

 Ocho Vias Cotorro

 Barreas Habana del Este

 El Vidrio La Lisa

 Prensa Latina Boyeros

 Las Canas Boyeros

 Lugardta Boyeros

 Rincon Boyeros

 Fraternidad Arroyo Naranjo

 El Eletrico Arroyo Naranjo

 Managua Arroyo Naranjo

 Los Perros Cotorro

 Campo de Florido Habana del Este

7
M/P



21

1

2 New 

Guanabacoa Calle100

New Gunabacoa

Calle100

2 New 

Guanabacoa Calle100

UNIDO

New Gunabacoa

Calle100 2008 1

2015 8

2

7

UNIDO

60m3 40

30

130 170US /

2,000

New Guanabacoa

Calle100 80ha

24ha

EIA

11

Guanabacoa

Calle100

80ha

9

Calle100

Campo Florido

Campo de Florido

Guanabaco

Calle100

UNIDO



22

1 2009 1

M/P

DPSC
M/P

M/P
DPSC

M/P M/P
DPSC

1

ERMP DPSC ERMP

2

MINAGRI IS

3

M/P

4 JICA UNIDO



23

DPSC
DPSC

DPSC

DPSC

5  DPSC
2009

6  M/P DPSC

EIA

DPSC M/P
DPSC

DPSC

7  M/P JICA
DPSC

8  M/P

UPPH

DPSC

M/P DPSC



24

M/P

DPSC
M/P DPSC

3

CD DPSC
CD

CITMA
MINAGRI IS  

UERMP

UERMP

1 CITMA
CITMA

CITMA
CITMA-Habana

CITMA-Habana EIA
EIA

CITMA-Habana EIA

2 MINAGRI IS  

MINAGRI IS

1990

IS

MSW



25

MSW

MSW

1

200
MSW

3 UERMP

ERMP UERMP 1961 11 UERMP
UERMP

26 1 8,860
ERMP 2-4 3

ERMP

ERMP 23 37 3

2

CDR 1
1



26

UERMP 70

/

1 60

2 17

2009 3

3

39

4,000t

1 UERMP

ERMP

UNIDO

CDM UNIDO

Transfer of Environmental Sound Technology for Cleaner Management of 

Municipal Solid Waste in Havana City and “Tourist Poles”, Pilot Demonstration Project
2005 3 2009 6

2-5 5
UNIDO 3

UNIDO 2009 1 95%
UNIDO

JICA M/P

12 25



 

－27－ 

万人）においてパイロット的に行われた。 

 
表２－５ UNIDO 支援プロジェクトの概要 

 内容 結果、その他詳細情報 

アウトプット 1 ハバナ市廃棄物管理スタッフの能

力強化、国レベルの情報強化と情

報開示強化 

2,000 人が研修を受けた。 
〔（ DPSC UPPH 、区公共サービス局

（DMSC））〕の衛生担当者が技術面、分

別収集などの研修を受け能力強化を図っ

た。CITMA は研修対象者には含まれず。

アウトプット 2 一般廃棄物関連分析所の改善 処分場周辺の地下水質のモニタリングが

主要業務、そのほかに浸出水の分析も行

う。ごみ分析の経験はない。 
JICA プロジェクトが当該ラボの情報提

供を受けることは可能。 

アウトプット 3 プラジャ区における一般ごみ分別

収集のデモンストレーションプロ

ジェクト 

→この経験を区レベルに展開 

有機ごみと無機ごみに分ける、キューバ

初の分別収集の試み。住民を巻き込み、

地方自治体が極めて協力的に実施。ただ

し、パイロット的実施で、実施範囲はア

ンプリアシオン・アルメンダーレス町の

12 万世帯（25 万人）と限定的。 

アウトプット 4 分別収集した有機物質からコンポ

ストとバイオ肥料を製造するため

の El Husillo 処理プラントの改善 

一般廃棄物から主要なリサイクル

原料を分け、回収する 

 

 
 

a. コンポスト製造、分析、認定、

農業用に商業化 
インダストリアル・コンポストとローカ

ル・コンポストあり。前者は、分別収集

から得られた有機物を使用。後者は、学

校に小さな畑を造ったときなど、住民が

利用するコンポスト。 

 b. パイロットスケールでの混合有

機物質からのバイオガス製造 

都市有機ゴミからのバイオガスは初めて

の試み。70％はメタンガス。 

 c. 他の一般廃棄物からの他のリサ

イクル原料の処理と商業化 

（ただし、途中で断念） 

途中で断念せざるを得なかった。当初の

予測よりも膨大な量のごみがあり、びん

や段ボールなど取り出すのに費用がかか

りすぎた。 

アウトプット 5 Calle100 処分場の改善のための設

計 

未確認 
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第３章 協力概要 
 

３－１ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）と活動計画（PO） 

ハバナ市公共サービス局（DPSC）を主たる対象にする本プロジェクトは、廃棄物処理の総合的

管理能力をつけられるよう当該組織の能力強化をめざすものであり、これによりハバナ市全体の

包括的なキャパシティ・ディベロップメント（CD）に資するものである。なお、当初のキューバ

側からの要請では、プロジェクトの目的が、「収集・運搬、リサイクルの改善」に焦点をあてた内

容となっていたが、本要請後のキューバ側の自助努力による条件変化が認められ、本詳細計画調

査実施時点では、特に「車両整備場・修理工場の改善への支援」及び「最終処分場の設計・建設

へのアドバイス」の 2 つのニーズが高いプライオリティとなっていることが判明した。また、こ

れらの 2 つのニーズが生まれてくる背景として、ハバナ市におけるごみ発生量の増大がある。ご

み発生量増大が、限られた数しかない収集車両のメンテナンス問題を引き起こし、かつ最終処分

場の逼迫を生むからである。このため、ごみ減量化をいかに推進していくのかが大きな関心事と

なっており、この観点から、ごみ減量化の方策のひとつとして、「ごみ分別排出と有機性ごみを原

料とするコンポスト製造の導入」があげられた。 

なお、具体的な指標の設定のためには活動内容の更なる明確化が必要であるが、活動内容の明

確化はプロジェクト開始後に実施されることになっているため、事業事前評価表では仮設定され

た指標を記載している。プロジェクト開始直後に、日本人専門家とカウンターパートが協議を行

い、キューバ側が主体性をもってコミットできる、具体的で明確な指標を検討し設定することと

する。なお、PDM 及び PO については、付属資料参照のこと。 

 

（1）協力の目標（アウトカム） 

1） 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

DPSC の都市廃棄物管理（MSWM）能力が、協力機関1との連携を通じて強化される。 

＜指標・目標値＞ 

・他機関との連携により、改善された事業プロセスによる活動に X 件着手する。 

・ハバナ市民の、ごみ減量化、分別収集に関する行動変容が促進される。 
 

プロジェクト目標の設定において、単なる「DPSC の廃棄物管理能力向上」ではなく、「協

力機関との連携を通じて」の言葉が挿入されたのは、ハバナ市の廃棄物管理事業の改善が

DPSC の単独の能力向上だけではなく、多くの協力機関との連携を通じてはじめて成立す

るものである、という認識からである。CD の観点からいえば、DPSC の能力向上とは、実

施機関としての組織のレベルの対処能力向上であるが、この組織をとりまく制度・社会シ

ステムのレベルの対処能力向上として、協力機関との連携という課題が出てくるのである。

よって、プロジェクトの実施機関はあくまで DPSC であるが、プロジェクトの実施におい

ては、間接的に他の協力機関の能力も又向上し、DPSC とこれらの協力機関の連携が促進

され具体的な連携事例が生まれることが期待される。 
プロジェクトの初期段階の専門家チームとカウンターパートとの協議の段階での指標の

                                                        
1 科学技術環境省ハバナ支所（CITMA-Habana）、プラジャ区公共サービス局（DMSC）、水資源研究所（IHR）、農業省（MINAGRI）
土壌研究所（IS）、保健省（MINSAP）衛生研究所等。 
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具体化に関して留意すべきことは、専門家チームが一方的に指標を決定するのではなく、

カウンターパートが自らの対処能力向上を示す指標として自覚できる事項を、カウンター

パートの意思に基づいて主体的に設定することである。そしていったん設定した指標は厳

しくモニタリングし、専門家チームはファシリテートを行い、達成する姿勢が重要である。

一方で、実施機関の能力向上だけではなくそれをとりまく環境基盤（Enabling Environment）

に左右されてしまう結果指標の設定については、求められる環境基盤を十分に検討し、求

められる外部条件も規定しつつ注意して設定することが必要である。 

 
（2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

ハバナ市全域において、MSWM が適正に実施され、市の衛生環境が改善される。 
＜指標・目標値＞ 

・ハバナ市におけるごみ収集率が、X％から Y％になる。 
・X ヵ所以上の自治体で、パイロットプロジェクト対象地区で実施したごみ減量実践の導

入が検討される。 
・環境や社会に調和し、適切に運営管理される処分場の数が X ヵ所になる。 

 

プロジェクト目標が「能力の向上の目標」となっているのに対し、上位目標が「ハバナ市

の廃棄物管理事業の改善」という具体的な結果・インパクトを示す内容となっていることに

注意する必要がある。すなわち、プロジェクトによって能力が向上し、その結果として、プ

ロジェクト終了後数年のタイムスパンのなかで、廃棄物管理事業の改善が現象として現れる、

ということである。このような結果・インパクトをどこにめざすのかは、キューバやハバナ

市の政策目標や廃棄物管理計画とも密接に関係する事柄であり、いわば、キューバ側の中長

期的ビジョンが問われる。専門家チームはカウンターパート並びに協力機関とこの点につい

て十分に理解し、カウンターパートが主体性をもって、具体的な指標の設定を行うべきであ

る。 

 
（3）アウトプットと活動 

【アウトプット 1】DPSC 計画部門が、廃棄物課題の総合的対処のために、基礎能力を身につ

ける。 

＜活 動＞ 
1-1 マスタープラン（M/P）に沿って、DPSC のキャパシティ・アセスメント（CA）を

実施する。 

1-2 DPSC 計画部門が、関連機関との連携調整をしながら事業の計画・モニタリング・

評価の能力を高めるためにアクションプランを作成する。 

1-3 アウトプット 2～4 でカバーされる以外のもので、CA の結果必要とみなされる廃棄

物管理能力強化のための研修/OJT を市衛生部（UPPH）を対象に実施する。 
1-4 作業員・収集員や学生を含む住民を対象とした廃棄物教育のプログラムを作成する。 

1-5 1-4 で作成したプログラムを、学校におけるコンポスト導入などを通して実施する。 
1-6 プロジェクト終了までに、M/P の見直しを行い、改訂する。 
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＜指標・目標値＞ 

・プロジェクト終了までに、M/P 見直しが終了する。 
・事業のプロセスが改善され、事業関連報告書の計画・モニタリング・評価に関する質

が向上する。 
・収集員・作業員の廃棄物問題と廃棄物管理の重要性に関する意識調査結果がＸ％から

Ｙ％に上がる。 
・ハバナ市民の、DPSC の廃棄物管理事業に対する理解度がＸ％からＹ％に上がる。 

＜指標・目標値＞ 
・M/P の改訂 

・DPSC の廃棄物管理に関する組織マネージメント改善度 
・DPSC 職員の廃棄物問題と廃棄物管理の重要性に関する意識の向上度合い 

 
まず、1-1 の CA では、プロジェクト開始時点での DPSC を中心としたハバナ市廃棄物管理

に係る包括的なキャパシティの現状を、チェックリスト等を用いて描き出すことにある。こ

のなかで、M/P も参考にしながら、現状での廃棄物管理を改善していくために最も必要とす

る能力向上課題を導き出し、専門家チームとカウンターパートがその CA 結果を共有する必

要がある。1-2 では、このような CA が計画とモニタリングと評価のツールであることに留意

し、CA の結果に基づく、事業の計画・モニタリング・評価のアクションプランを策定する。 

1-3、1-4、1-5 では、排出ルールを徹底するための住民啓発について、本プロジェクトの実

施機関である DPSC においても必要性を認識しているが、十分に実施できていない状況であ

る。そこで、DPSC 職員を対象として廃棄物管理能力強化を目的とした研修・OJT を実施す

るとともに、DPSC 職員のみならず学校や住民を含む一般向けを対象とした廃棄物教育プロ

グラムの策定支援と、「学校におけるコンポスト製造」などの導入を通して廃棄物教育プログ

ラムを実施に移すことが盛り込まれている。 

開発調査において策定された M/P は、基本的に 2005 年時点の条件によるものであり、現

状では既に一部が現実と合わないことは既に述べたとおりである。また、収集車両の導入に

ついては自助努力により部分的に超過達成している。こうした現実と計画のギャップを常に

カウンターパート自身が見直すことが必要である。つまり、開発調査によって「与えられた」

M/P ではなく、自らが事業を実施していくツールとしての「自分たちの」M/P にしていくこ

とが必要である。専門家チームは、日本の自治体においても通常 3 年で M/P が柔軟に見直さ

れているという状況をカウンターパートに説明し、定期的に見直し実態に即して改訂するこ

との必要性を強調し、DPSC の廃棄物管理の計画面の能力の全面的な強化を図る（1-6）。 
 

【アウトプット 2】パイロットプロジェクト対象地区における発生源分別2が促進され、UPPH

の有機ごみ処分量減量化のための能力が強化される。 

＜活 動＞ 
2-1 ごみ減量化のための方策を検討する。 

2-2 有機ごみを利用したコンポスト化のためのパイロットプロジェクトの計画を策定す

る。 
                                                        
2 ごみが排出される発生源において分別を行うこと。 
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2-3 関連機関（MINAGRI IS、DMSC 等）と共同で、パイロットプロジェクト対象地区

における特定発生源（ホテルやレストランなどの大規模な排出者）からの分別収集に

関するパイロットプロジェクト活動を行う。 

2-4 関連機関（MINAGRI IS、DMSC 等）と共同で、コンポストヤード3においてコンポ

スト生産を行うためのパイロットプロジェクト活動を行う。 

2-5 パイロットプロジェクトの評価を行う。 
＜指標・目標値＞ 

・パイロットプロジェクト対象地区でのコンポスト生産用の有機ごみが、Xkg 回収され

る。 

・パイロットプロジェクト対象地区のコンポストが、Xkg 生産される。 
 

ごみ減量化がハバナ市廃棄物管理にとっての大きな課題となっていることは既に述べた。

今回の現地調査の参加型ワークショップにおいてもそれが目的分析での最重点課題のひとつ

とされた〔討議議事録（R/D）の協議議事録（M/M）の Appendix 参照〕。ごみ減量化には基

本的に 2 つのアプローチがある。１つは発生源におけるごみの発生そのものの削減であり、

これは発生者である市民や社会全体の理解と協力なしには推進できない。もう 1 つのアプロ

ーチは、発生したごみを減量・減容化し最終処分量を削減するという意味でのごみ減量化で

あり、様々な処理やリユースやリサイクルといったことが含まれる。2-1 では、こうした 2

つのアプローチでのごみ減量化の方策について、専門家チームとカウンターパートが検討し、

ハバナ市の現状に適合した方策を検討する。 

廃棄物の収集においては収集側が収集業務を計画どおり定期的に行うことに加えて、排出

者側が規定された日時・場所に排出することが重要であるが、本調査において、廃棄物の排

出ルールが遵守されておらず、ごみがコンテナ周辺の街路に放置されている状況が散見され

た。そこで、開発調査及び国際連合工業開発機関（UNIDO）プロジェクトによる分別収集・

コンポストのパイロットプロジェクトの教訓を生かして、より質の高い有機ごみの回収を効

果的・効率的に行うために、本プロジェクトではパイロットプロジェクト対象地区（プラジ

ャ区ミラマール町が候補地）における特定発生源（ホテルやレストランなどの大規模な有機

性廃棄物排出者）からの分別収集に関するパイロットプロジェクト活動を行うこととした。

2-2 ではこのパイロットプロジェクトの具体的な実施計画策定を行い、2-3 ではそれを実行す

る。なお、パイロットプロジェクトがその性格上、あくまで試行段階のものであり、有効性

の検証を目的とするということに鑑み、モニタリングと評価とフィードバックをパイロット

プロジェクト中に実施することが不可欠である。パイロットプロジェクト実施の際は、対象

地区の人民評議会の理解を得ることが重要である。2-2 で計画を策定した段階で人民評議会

に対しても説明を行い、又対象地区の特定発生源や住民への説明を十分に行い、円滑な実施

に努めなければならない。 

なお、この収集された有機ごみによるコンポスト製造は Calle100 最終処分場コンポストヤ

ードにおいて行う。本パイロットプロジェクトで実施する有機ごみの選択的コンポスト化は、

実質的に温室効果ガス発生量の削減（メタンガス発生量の削減）に貢献するものであり、気

                                                        
3 Calle100 最終処分場が候補地としてあげられている。 
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候変動問題に対する対処として有効性をもつものである。 

 
【アウトプット 3】UPPH のごみの収集・運搬能力が強化される。 

＜活 動＞ 
3-1 収集運搬計画を見直し、改正した内容を実行する。 

3-2 車両整備場・修理工場を改善する。 
3-3 コンテナ・収集車の運用を改善するための関連活動を実施する。 

3-4 収集・運搬実務に関するトレーニングを行う。 
＜指標・目標値＞ 

・収集車両の稼働率が、X％から Y％になる。 
・UPPH が提供する収集・運搬の頻度が適正化され、住民の満足度が X％から Y％にな

る。 
 

廃棄物管理をより効果的かつ効率的なものとしていくためには、適切な収集運搬計画に基

づくごみ収集車両の配置と運用が重要だが、収集運搬計画が必ずしも効率的なものではなく、

収集車に十分な積載量がないまま処分場に搬入されたり、一方ではごみ収集運搬が計画どお

り行われず街路にごみが散乱するという事態も発生している。3-1 では、このようなごみ収

集運搬の現状を把握し収集計画を個別に精査、見直し及び改訂を踏まえて実行する。専門家

チームは UPPH のカウンターパートを中心とするこの活動を支援し、特に計画の最適化の面

で指導と助言を加える。UPPH の車両整備場・修理工場では 1970 年代からの機材を修理に修

理を重ねてなんとか活用している状況であり、既に活用が困難な機材がいくつも放置されて

いる。また、ごみ収集車両の仕様も多岐にわたり、5,000～7,000 種類にも及ぶ多様なスペア

パーツを扱っている状態で、収集車両のスペックの標準化も UPPH が強く認識している課題

のひとつである。加えて、新規に調達された収集車両の適切な整備点検と修理のための技術

と体制は必ずしも整っていない。そこで 3-2 では、車両整備場・修理工場に工作機械等を供

与して技術指導を行って機材メンテナンス体制を整備し、3-3 では、この整備されたメンテ

ナンス体制の下、整備点検と修理を含むメンテナンス業務が効果的に行われるようにし、コ

ンテナ・収集車の運用改善につなげる。また、3-4 では、UPPH スタッフへの収集・運搬実務

に関するトレーニングを行って人材を育成する。 

 
【アウトプット 4】UPPH の最終処分場の設計と運営管理のための能力が強化される。 

＜活 動＞ 

4-1 既存最終処分場への収集車の入場計画を策定する。 

4-2 関連機関（CITMA-Habana、IHR、MINSAP 衛生研究所等）と共同で、既存最終処分

場重機の整備改善のための関連活動を行う。 

4-3 関連機関（CITMA-Habana、IHR、MINSAP 衛生研究所等）と共同で、新規東部最終

処分場4の設計に関する見直しを行う。 

4-4 既存の運営マニュアルの見直しを含め最終処分場運営管理に関するトレーニングの

                                                        
4 キューバ初の衛生埋立処分場。現在、建設計画中で、環境社会配慮審査を受けている段階。 
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ための教材を準備し、トレーニングを行う。 

＜指標・目標値＞ 
・プロジェクト終了までに、運営マニュアルのとおり、既存最終処分場のごみ投棄、転

圧、覆土、法面維持、浸出水処理が適切に行われる。 
・プロジェクト終了までに、環境や社会に調和した新規東部最終処分場の設計が改訂さ

れる。 
 

開発調査以降、キューバ側の自助努力により緊急処分場（オープンダンピングサイト）は

迅速に閉鎖されてきたが、既存の最終処分場の管理において、特に収集車の搬入管理と現有

の重機・機器の整備能力が不十分であることが確認された。また、新規衛生埋立処分場の建

設が急務であるなか、設計及び建設に関する適切な助言に対するニーズがキューバ側からあ

げられた。そこで、これらニーズに対応する能力向上支援を本プロジェクトで実施する5。 
まず、4-1 では、参加型ワークショップの問題分析で抽出された最大の問題点のひとつで

ある、ごみ収集車の混雑により処分場への入場が非効率になっているという問題を改善する

ため、収集車の入場計画を策定する。これは 3-1 で述べたごみ収集計画と密接に連関するも

のであり、相互の活動を十分連携させて取り組む必要がある。なお、この活動に必要なトラ

ック・スケールは現在故障中だが、この修理はキューバ側が行う。4-2 では、収集車入場計

画以外の点でも既存処分場の運用状況を調査し、必要に応じた整備改善を行う。 

次に、4-3 の新規東部処分場の設計・建設・運用については、2009 年 1 月の時点では遮水

工と浸出水処理に関して EIA 審査上問題点が指摘されていたが、プロジェクト開始時点で、

専門家チームは、まず、この進捗状況について把握する必要がある。そのうえで、キューバ

側の技術的な質問に答える形で、専門家チームは設計に関する助言を行う。ただし、設計そ

のものはキューバ側の責任でハバナ市の他機関（＝ハバナ市人民委員会管轄の公社である、

「デザイン公社」）が行ってきたものであり、ここでの助言はあくまで助言のレベルである。

設計の責任はハバナ市に帰する。さらに設計段階と EIA 審査が承認された段階で建設に入る

が、これも基本的にキューバ側の責任で実施される。本プロジェクトでは、必要に応じて、

キューバ側からの質問に答える形での助言を行う。 

なお、EIA のプロセスで IHR は地下水汚染の懸念を指摘したが、これを受けた合意形成や

組織間調整は内政問題であり、キューバ側（EIA 審査を担当する CITMA）の行うべき事項で

あることに留意する（プロジェクトの活動ではない）。 
4-4 は、最終処分場の運用を改善するためのトレーニングであり、4-2 の結果も参考にしな

がら、マニュアルの見直しや教材作成、実地のトレーニングを行う。 

 

 

 

 
 

                                                        
5 ただし、ハバナ市東部に建設予定の新規最終処分場の環境影響評価（EIA）取得、施工管理等の責任主体は DPSC-Havana に

あり、JICA 専門家はあくまで助言のみを行うことを JICA・キューバ側双方で確認した（M/M IX 参照）。 
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（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

1） 前提条件 
特になし。 

2） アウトプット達成のための外部条件 
特になし。 

3） プロジェクト目標達成のための外部条件 
特になし。 

4） 上位目標達成のための外部条件 
・ハバナ市の廃棄物管理のための適正規模の予算が確保される。 

・環境重視というキューバ政府（GOC）の方針が継続する。 
・ハバナ市全体の廃棄物管理に必要な燃料が安定的に供給される。 

 
３－２ 実施体制 

（1） DPSC 次長がプロジェクト・ダイレクターとしてプロジェクト運営管理の全責任を担う。 

（2） DPSC 開発投資グループ長がプロジェクト・マネージャーとして管理事項に責任をもち、

プロジェクトを監督する。 

（3）日本人専門家チーフアドバイザーは、プロジェクト実施に関するいかなる事項についても、

プロジェクト・ダイレクター及びプロジェクト・マネージャーに対し必要に応じ助言・提言を

行う。 

（4） 日本人専門家は、プロジェクト実施に関する技術的事項について、キューバ側カウンター

パートに対し必要な技術的助言及び提言を行う。 

（5） プロジェクトの効果的かつ成功的な技術協力実施のために、合同調整委員会（ Joint 

Coordination Committee：JCC）を設置し、その構成と機能は以下のとおりとする。 

1） 機 能 

JCC は、少なくとも年に 1 回、又、必要に応じて召集され、以下の業務を担う。 

a．R/D の枠組内にある PO に基づくプロジェクト年間実施ワークプラン策定 

b．プロジェクト全体の進捗及び達成のレビュー 
c．プロジェクトに関連して起きた主要問題の調査 

d．必要に応じたプロジェクト活動の修正 
2） 議 長 

DPSC 局長（Director） 
3） メンバー 

キューバ側： 
a. プロジェクト・ダイレクター 

b. プロジェクト・マネージャー 

c. DPSC 代表 

d. CITMA 代表 

e. 外国貿易投資省（MINCEX）代表 

f. IHR 代表 
g. MINAGRI IS 代表 
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h. MINSAP 衛生研究所代表 

i. その他、議長に指名された者 
日本側： 

a. プロジェクトの JICA 専門家 
b. JICA メキシコ事務所 

c. キューバに派遣されている援助調整専門家 
d. その他、JICA により指名された者 

注 1：在キューバ日本国大使館員は、オブザーバーとして協力する。 
注 2：議長により指名された者は、JCC に協力する。 

 
３－３ キューバ側の投入 

キューバ側投入は、2009 年 1 月時点で以下のとおり予定している。 
・人員（カウンターパート）配置 

プロジェクト・ダイレクター（DPSC 次長） 
プロジェクト・マネージャー（DPSC 開発投資グループ長） 

カウンターパート（DPSC 局長の指名による） 

・施設・建物 

プロジェクト活動に必要な日本人専門家及び関連人員の執務室 

資機材設置施設の提供 

必要に応じ両国で合意したその他の諸施設 

・管理運営費 

関連職員に係る経費 

光熱費など基本的プロジェクト運営費用 

・免税措置 

資機材輸入に係る支援 

 
なお、カウンターパート候補者は現地での議論を踏まえて決定したが、現時点であげられてい

る候補者はターゲットグループ（プロジェクトにより裨益する者）の羅列になっている。本プロ

ジェクトで掲げる目標は、「プロジェクト実施機関」である DPSC の能力向上であり、専門家チー

ムが能力強化すべき対象は DPSC（UPPH 含む）である。他機関との調整能力を含めて DPSC のキ

ャパシティを強化し、専門家チームではなく DPSC が主体となって、効果的に他のアクターを巻

き込んだ廃棄物管理を推進できる能力を身につけることが本プロジェクトの最終目標である。よ

って、専門家の現地赴任後に改めてキューバ側と協議を行い、カウンターパート構成については

再度検討を行うものとする。 

 

３－４ 日本側の投入 

日本側総投入額は、2009 年 1 月時点で以下のとおり予定している。 

・プロジェクト総額 3 億 5,000 万 
・短期派遣専門家 

チーフアドバイザー/廃棄物総合管理、分別収集/コンポスト、収集車両整備、工作機械操
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作、最終処分場（設計・運営管理） 

・機材供与 
有機ごみ収集車、コミュニティ・コンポストヤード建屋建材、有機ごみ回収容器、車両整

備場・修理工場機材、埋立地重機整備機材 
・研修員受入 

カウンターパート研修（本邦研修、第三国研修） 
 

３－５ 実施上の留意点 

（1）PDM を基本としたキューバ側との共同運営 

プロジェクトの運営においては、PDM、PO に沿ったキューバ側と専門家チームの協働作

業を基本とする。PDM 及び PO については、カウンターパート機関である DPSC（UPPH 含

む）と常に進捗状況を共有し、問題点、活動の遅延等がみられる場合、あるいは活動項目等

PO を更に詳細化することが適切と考えられる場合は、専門家チーム若しくはカウンターパ

ートにより積極的に改善の提案を行い、専門家チーム及びカウンターパート機関における協

議、JICA の承認を得たのち、JCC での承認を経て改訂を行う。PDM は、JICA、専門家チー

ム及びカウンターパートが共有するプロジェクト管理ツールである。プロジェクトにかかわ

る者は皆、このことを念頭に置いて、常に PDMと POに立ち返るプロジェクト運営を心がけ、

条件の変化により合理的な改訂の理由が生じた場合は柔軟に改訂を提案・検討する。PDM と

PO に関するキューバ側から出される疑問や意見には誠実に応え、柔軟な対応を行う必要が

ある。ただし、PDM の成果及び活動については必要に応じて改訂があり得るものの、プロジ

ェクト目標は本プロジェクト実施における両国の合意の基本であるため、変更しない。 

 

（2）CD の重視 

専門家チームは本業務を通じてカウンターパート機関における対処能力向上（CD）の支援

を行う。そのために制度・社会システム、組織、個人の廃棄物管理に係る能力の現状評価（CA）

をまず行い、その結果に基づいて必要な指導と助言を行い、技術指導を行う。 
技術協力業務の実施にあたっては、カウンターパート側の主体性と内発性を十分に尊重し、

日本側専門家チームとの協働作業による活動を行う。とりわけ、キューバはドナーによる援

助支援が比較的少なく、又、自主独立の気風が強いため、主体性や内発性を尊重する観点か

ら、こうした既存の長所を十分に伸ばすような支援を行う必要がある。カウンターパートが

やるべき業務を専門家チームが代わって実施したり、一方的に押しつけることのないよう留

意し、あくまでも協働をプロジェクト活動の原則とする。 

 

（3）自立発展性の重視 

本プロジェクト終了後も DPSC（UPPH 含む）が自立発展的に廃棄物管理に取り組んでい

けるようキューバ側の技術面、財政面、組織・制度・社会面に十分留意した協力を実施する

必要がある。自立発展性を考える場合、単に本プロジェクトの実施機関である DPSC の能力

強化だけではなく、それをとりまく制度、他機関・上部機関、社会との連携といった「制度・

社会システムのレベル」の能力向上が必要である。すなわちプロジェクトを包括的な CD の

なかに適切に位置づけ、常にこの課題を提起していくことが求められる。 
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（4）インパクトの重視 

本プロジェクトの上位目標は「ハバナ市全域において、MSWM が適正に実施され、市の衛

生環境が改善される」であり、本プロジェクト目標は、同上位目標実現のために不可欠なス

テップである。中央政府における廃棄物管理の主管官庁である CITMA-Habana のみならず、

他関連組織とも積極的な情報共有を図っていくことが必要である。 

 
（5）効率性の重視 

本プロジェクトの実施に際しては、これまでわが国が実施した協力（開発調査「ハバナ市

廃棄物総合管理計画調査」、短期専門家派遣、リサイクル草の根無償による供与機材等）の成

果を活用するとともに、可能な限り廃棄物管理に関する技術・知見が集積されているローカ

ル人材の活用や、ファシリテーション等に重点を置いた人材の活用を十分に検討し、効率的

な CD 支援を実行する必要がある。 
 

（6）密接なコミュニケーション 
本プロジェクトは、DPSC（UPPH 含む）の組織レベルの CD が中心活動となっており、PDM

に記載されている成果を達成するためには DPSC の日常業務の実施方法や進め方を十分理解

するとともに、DPSC が直面する大小の日常業務課題解決へのアドバイスを通じて信頼を得

ていく必要がある。このため、専門家チームは、プロジェクト開始当初にカウンターパート

の活動状況を把握したうえで、要員計画を十分に吟味し、カウンターパートとのコミュニケ

ーションを密に、かつ円滑に実施できるよう配慮する必要がある。 

 

（7）カウンターパートの本邦研修又は第三国研修 

技術指導の一環として、JICA はカウンターパートに対する本邦研修又は第三国研修を実施

する。専門家チームは本研修の趣旨を十分理解し、第 1 年次に PO を作成する際、JICA の意

向を確認しつつキューバ側の研修ニーズについて確認する。実施の必要性が認められると判

断される場合、専門家チームは、実施機関及び JICA と協議のうえ、第 1 年次以降に研修を

実施すべく、研修時期・機関の調整等を行い、研修の実施に協力する。なお、研修参加人数

は、プロジェクト期間中を通して 6 名程度を想定している。 

 

（8）供与機材調達 
プロジェクトの実施に必要と判断される機材は、納品後のカウンターパートによる維持管

理が容易であること、価格面でも妥当かつプロジェクト終了後にカウンターパートが調達可

能な物品であることが必須だが、特に納品後のメンテナンスが必要とされるものについては、

そのメンテナンスサポート確保やサプライ品・スペアパーツの安定納入及びスペイン語マニ

ュアルの提供が可能であるということが前提条件である。よって、原則として現地若しくは

近隣の国に代理店があることを条件に調達する。機材の仕様についてはカウンターパートと

協議のうえ、キューバの事情に即したものとする。 

なお、キューバにおいては、様々な機材・物品の輸入にあたって制約がある。調達の便宜

供与については MINCEX から協力が得られることを詳細計画策定調査でも確認しているが、

収集・運搬車両、容器、車両整備場機材等の機材投入にあたっては、妥当性を十分に検討し
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たうえで、輸入上の制約及び価格の調査を行う（日本や米国、メキシコから輸入する予定の

機材がある場合は、その輸出に係る制限や許可取得方法も併せて調査する）。 
 

（9）中米域の他の案件との連携 
中米域内ではメキシコ、エルサルバドル、パナマ及びドミニカ共和国で廃棄物分野の技術

協力プロジェクトの実績がある。それぞれのプロジェクトでは周辺国を含めた第三国研修が

相互に実施されており情報や経験の共有が行われている。キューバからもメキシコの第三国

研修に参加した実績がある。また、中米地域を対象とした廃棄物分野の研修では札幌センタ

ー及び中部センターによる本邦研修を実施中である。これらのプロジェクトや研修による成

果を有機的に活用し、情報の共有を積極的に図ることとする。 
 

（10） プロジェクト運営指導調査 
専門家チームは、JICA が運営指導調査を実施する場合には、JICA が指示する基礎資料に

ついて、具体的データを用いて整理する。 
なお、運営指導調査は、プロジェクトの詳細な計画の詰め、見直しが必要な場合や実施運

営上の問題が発生している場合に JICA が実施する調査であり、専門家チームは同調査の実

施に協力することとなる。 

 

（11） プロジェクト中間レビュー及び終了時評価調査 

専門家チームは、JICA が中間レビュー及び終了時評価調査を実施する場合には、その基礎

資料として、実施した CD 支援の成果及び目標達成度、業務実績等について、具体的データ

を用いて整理する。 

なお、中間レビュー及び終了時評価はプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）

手法を用いて JICA が行う調査であり、専門家チームは同評価調査の実施に協力することと

なる。 

 
（12） 広報活動 

業務実施にあたっては、本協力の意義、活動内容とその成果を日本、キューバの両国国民

各層に正しく理解してもらえるよう、プロジェクト・ホームページ作成のための継続的な原

稿作成と送付、JICA 広報紙への投稿、CITMA-Habana や DPSC によるニュースレター等の広

報資料の発行支援など、効果的な広報に努めることが求められる。 

なお、キューバにおいてはインターネット等基本的なインフラが市民レベルに行きわたっ

ていない可能性もあることから、ホームページ作成については現状を調査のうえで、効果的・

効率的な広報のために最も適した手法を検討する必要がある。 

 

（13） 開発調査と技術協力プロジェクトの目的、事業内容、負担事項等の相違の共有 
本技術協力プロジェクトは、開発調査の実施機関と同じ機関に対して協力を行う。開発調

査では M/P 策定が主要な目的であったが、技術協力プロジェクトでは PDM を基に進捗管理

を行うこと、実施機関をはじめとするキューバ側の主体性が重視されるとともにカウンター

パートの投入等実施機関の負担もより大きくなること、といった点で開発調査との相違があ
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る。詳細計画策定調査においてその点については説明済みであるが、プロジェクトを実施す

る際には、実施機関に対し技術協力プロジェクトの基本的な考え方について十分に共有して

おく必要がある。なお、プロジェクト目標、及び各成果を達成するために R/D において指定

されたカウンターパート以外からの協力が必要になる場合もあることから、実施機関のみな

らず関係諸組織全体の協力が得られるように、カウンターパートに働きかけて、関係諸組織

全体とも基本的な考え方の共有を図る必要がある。 
 

（14） プロジェクト成果の管理について 
本プロジェクトにおいては、複数の専門家を短期間派遣する形での技術指導を数次にわた

って繰り返すことを念頭に置いている。よって、専門家が全く現地に滞在しない期間を極力

短くする等の工夫を行うとともに専門家チーム不在期間中の課題設定やフォローを含め、カ

ウンターパートと電子メールベースでの連絡体制を構築するなどし、活動が途切れず、成果

が一貫して管理できるよう工夫する。 

なお、キューバにおいてはインターネット環境が十分に整備されていないことから、JICA
キューバ援助調整専門家との連絡も密に行い、補足的にカウンターパートとの連絡・調整に

おける側面支援を依頼する。 

 

３－６ ５項目評価 

（1）妥当性 

「ハバナ市全域において、MSWM が適正に実施され、市の衛生環境が改善される」（上位

目標）ために、DPSC を主たる対象として廃棄物処理の総合的管理能力に関する CD を図る

本プロジェクトは、以下に詳細根拠を示すとおり、キューバの上位政策や受益者のニーズ、

又、日本の援助政策と合致することから、その妥当性は高いと判断できる。 

 

1） キューバ政策との整合性 

本プロジェクトは、キューバにおける廃棄物処理政策との整合性がある。現在キューバ

の環境政策の根本方針となっている「国家環境戦略 2007～2010 年」6のなかで、廃棄物発

生を抑え、リサイクルやリユースを含む適切な廃棄物管理は、環境意識啓発や多様なアク

ターの参画などとともにキューバ環境政策・管理の原則として位置づけられるなど、廃棄

物管理は重要視されている。また、同戦略には、MSWM に関しては不適切な管理により引

き起こされる汚染を軽減・予防・コントロールすることを目的に、廃棄物収集、リサイク

ル、最終処分場運営、分別収集などの具体的な目標値及び活動が示されている。 

2） ニーズの存在 

本プロジェクトにより裨益する人々・組織のニーズが確認された。本プロジェクトの直

接的な受益者は、DPSC 及び DPSC UPPH における本プロジェクトのカウンターパート（約

12 人）並びにプロジェクトのなかでパイロットプロジェクト対象地区の候補となっている

プラジャ区ミラマール町の住民（約 2 万 2,600 人）である。直接的には、まずプロジェク

ト活動の中心的推進者となる DPSC スタッフの能力向上がなされ、その結果改善された

                                                        
6 1997 年に承認された国家環境戦略は、環境政策・戦略を定めるものであるが、その実施後約 7 年間の経済社会環境の変化を

考慮したうえで見直され、現在の「国家環境戦略 2007～2010 年」が策定されている。 
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DPSC の廃棄物管理サービスを通じて、パイロットプロジェクト対象地区として参画する

ミラマール町住民が本プロジェクト実施による利益を享受する。さらに、間接的な受益者、

すなわち上位目標実現へ向けた段階で徐々に利益を受けるようになる人々は、プラジャ区

ミラマール町の住民にとどまらず、DPSC が管轄し、当該組織が提供するサービスを受け

るハバナ市民すべて（約 220 万人）である。 

ハバナ市では、ごみの量が増大し処分場の受入能力が限界に近づいており、廃棄物管理

改善の必要性7は既に開発調査により明らかにされている。この問題に取り組むために、

GOC は M/P の具現化など自助努力を行ってきており、その進捗については、2 章の「ハバ

ナ市における廃棄物管理の現状」において既述のとおりである。また、現時点での課題に

ついても前述のとおりであるが、UNIDO プロジェクトで試みた分別収集の仕組みも現実に

は本来めざしていたとおりには動いていないといった現状がある。このような背景の下、

上述した直接的、間接的なすべての受益者にとって、本プロジェクトのニーズは高いと考

えられる。 

3） 日本の支援政策との整合性 
本プロジェクトの方向性は、日本による対キューバ支援政策との整合性が高い。日本は、

キューバが現有する「社会的公正」と両立させながら、直面する開発課題に効果的に取り

組むことができるよう、対キューバ経済協力を積極的に実施してきている。従来、技術協

力を中心に実施してきたが、1997 年以降はキューバ国民に直接裨益するような案件を中心

に経済・社会開発の支援を実施している。2000 年 10 月に、キューバに初のプロジェクト

確認調査団を派遣し、先方政府と政策協議を行い、環境分野、農業分野（食糧増産）を重

視した協力を行っていくことで合意したが、その後定期的に実施されている政策協議のな

かでも、環境分野は協力の中心分野としての位置づけが確認されている。 

4） 日本の優位性 

日本には、3R8や分別収集をはじめ、廃棄物管理における経験やノウハウが蓄積されて

おり、その強みを生かすことが期待されるプロジェクト内容となっている。特に、本プロ

ジェクトは日本が積極的に推進してきた 3R イニシアティブの趣旨と合致しており、2000
年代以降強化してきた 3R の取り組みによる知見が活用されることから、日本の外交政策

面においても妥当性は高い。パイロットプロジェクトでのコンポスト化導入においては、

温室効果ガス排出量削減にも貢献すると期待され、わが国のクールアース・パートナーシ

ップの方針とも整合する。 

また、JICA は、MSWM 改善を目的とした同種のプロジェクトを中米を含む他国で展開

した経験を有することから、そこで蓄積された知見、経験、教訓が生かせると考えられる。

キューバにおいても、これまで本プロジェクトに先立つ廃棄物分野での協力実績があり、

開発調査「ハバナ市廃棄物総合管理計画調査（2003～2006 年）」を実施し M/P を策定、そ

の後、2006 年度に JICA 短期専門家派遣による最終処分場運営改善、緊急処分場閉鎖計画

立案指導を実施、更に 2007 年度にリサイクル草の根無償資金協力にて中古ごみ収集車を

供与している。 

 
                                                        
7 悪臭や自然発火などのクレームが住民からあがってきていた。開発調査結果を参照のこと。 
8 リデュース（Reduce：ごみ減量）、リユース（Reuse：再使用）、リサイクル（Recycle：資源再利用） 
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（2）有効性 

本プロジェクトにおいては、廃棄物管理の全体計画が開発調査（M/P）において明確にさ

れており、その枠組みのなかで、既にキューバ側で実施されている部分を除いてカウンター

パートの能力の底上げを行うこととする。プロジェクト目標として定める DPSC の能力強化

達成のための戦略として設定されたアウトプットは、ハバナ市における MSWM 能力強化に

必要なすべての要素、すなわち、管理能力、ごみ減量化能力（分別収集含む）、収集・運搬能

力、最終処分能力、ごみ教育の分野を包含している。すなわち、これらの要素が含まれる 4

つの各アウトプットはすべて目標達成に貢献すると考えられる。 
なお、これらアウトプットは、PCM ワークショップにおいて、関係者間により議論を重ね

分析された結果として導き出されている9。以下、具体的にアウトプットごとの有効性を示す。 
 

1） アウトプット 1 
収集・運搬、ごみ量削減、最終処分場改善、更に、これらすべてにかかわる実施機関の

マネージメント及び関係機関の調整や関係者のごみに焦点をあてた環境教育などを含む

総合的な管理能力の向上をめざすものである。「DPSC の都市廃棄物管理能力が、協力機関

との連携を通じて強化される」というプロジェクト目標は、廃棄物処理にかかわる DPSC

のスタッフ（職員・技術者）個人のスキルアップと同時にこれら個々の職業人の能力を有

効に配置・活用できる組織全体としての能力、又、関係機関を調整し、市民を巻き込んで

いく総合的なマネージメント能力を高めた結果として発現する。その達成状況が、M/P 改

定の進捗や DPSC の組織としてのマネージメント改善度、収集員・作業員を含め廃棄物管

理にかかわるスタッフの意識向上度合いで達成度が測定されることにも示されるとおり、

アウトプット 1 は、プロジェクト目標達成に必要不可欠な内容である。 

2） アウトプット 2 

分別収集を通じたごみ減量化の実験証明の場となる。具体的には、住民や企業などごみ

発生者により分別・排出されたごみが、収集・運搬サービス提供者である DPSC UPPH に

より効率的・効果的に分別収集・運搬され、それを原料にコンポスト製造が実施されると

いう全工程を実際にプロジェクト活動として行う。このプロジェクト期間内でのごみ減量

化実践の繰り返しのなかで、外部からの投入を得ずともプロジェクト終了後に実施する自

立発展的な分別収集・運搬、及びコンポスト製造のための要件や持続的な方法を見出して

いく試みである。質の高い有機ごみの効率的かつ継続的回収に必要な負担の少ない実践方

法の検討にあたっては、JICA 開発調査及び UNIDO プロジェクトによる分別収集・コンポ

スト活動の教訓が生かされる。コンポスト製造については、Calle100 最終処分場コンポス

トヤードにおいて、コンポスト製造を行うためのパイロットプロジェクト活動を行う計画

となっている。パイロットプロジェクト対象地区となるミラマール町に存在するホテルや

レストラン、企業、学校などの特定発生源からの収集や、学校を通じたごみ教育、分別収

集に関する教育などが考えられている。このように、プラジャ区ミラマール町という実証

の場で、ハバナ市全体に実際に普及拡大し得る分別収集・コンポスト製造モデルでは具体

的にどのような内容のものをいかに実践していくのかについて、プロジェクトを通じて証

                                                        
9 詳細については、付属資料 2．R/D、M/M（英語、スペイン語）p.63 参照のこと。 
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明するために、アウトプット 2 はプロジェクト目標達成の手段として必要不可欠である。 

3） アウトプット 3 
収集・運搬能力強化は、総合的な廃棄物管理能力強化のための重要部分であり、ごみの

適切な管理がなされるために必須である。収集運搬計画の見直しを行うとともに、車両整

備場・修理工場のメンテナンスシステム改善のため工作機械等を供与しての技術指導を行

い、コンテナ・収集車の運用改善につなげる。また、UPPH スタッフへのトレーニングを

行い総合的な能力強化を行う。 

4） アウトプット 4 
ごみ処理問題において最終処分場を抜きにした根本的な解決を図ることはできないこと

から、廃棄物管理能力の強化に不可欠な要素である。今般調査では、新規衛生埋立処分場

の建設が急務であるなか、設計及び建設に関する適切な助言の必要性がキューバ側から繰

り返し強調されたが、既存最終処分場の運営管理の適正度と新規東部最終処分場設計の技

術獲得度によって達成度が測られるアウトプット 4「UPPH の最終処分場の設計と運営管

理のための能力強化」はプロジェクト目標達成に必要不可欠な要素である。 
 

（3）効率性 

現地の既存リソースを十分活用する予定であること、過去の技術移転の成果を生かすこと、

技術移転に必要最低限の資機材を厳選して供与機材を予定していることなど、限られた予算

から最大限の効果が引き出せるよう計画されていることから、効率性は高いと予測される。

詳細は、以下のとおりである。 

第一に、日本側の投入を厳選した分野に絞り込んでいる。環境教育分野においては、既に

キューバ国内に一定程度の経験と蓄積がある。したがって、この点についてはできる限り、

現地のノウハウを活用することとし、本プロジェクトでは、環境教育のなかでも特に、ごみ

に焦点をあてたごみ教育、又、ごみ教育には住民の参画を含むものではあるが、特に廃棄物

処理に携わるスタッフの意識向上に重点を置いた内容を予定している。また、先の開発調査

では CITMA-Habana、DPSC をカウンターパートとして実施しており、本調査により能力強

化された人材が本プロジェクトにも多く参加することも、既存の実績を生かして投入を抑え

る効果をもたらしている。 

第二に、他機関による活動や、これまでに蓄積されてきた成果の活用を予定している。例

えば、コンポスト製造に関しては、MINAGRI 管轄下にある IS から、当該機関の調査研究で

蓄積された知見を生かした協力を得ることが期待できる。また、他ドナーの支援成果との相

乗効果を通じて、同じ投入資源から生み出される成果を増大させること、若しくは、コスト

を削減する具体例として、廃棄物分野において支援を行っている UNIDO プロジェクトによ

り設置された専門性の高い分析ラボを使用するなど同プロジェクトにより獲得している知

識・技術の活用が期待できる。この UNIDO プロジェクトで得られた成果・教訓を生かしつ

つ地域の現状を勘案したより現実的で持続性のある方法を用いた活動が本プロジェクトでは

計画されている。このように、関連事業で設置された専門分析ラボや、育成された人材の活

用、何より、これまでに JICA 支援で育成された人材の本プロジェクトへの登用などによる

成果発現の促進が期待できることから、効率性は高まると判断できる。なお、UNIDO が実施

したパイロットプロジェクトの教訓を踏まえ、コンポストの原料となる有機物の確保につい



43

UNIDO

JICA MSWM

4

3.5

MSWM

3-1

UPPH
10

11

                                                       
10 DMSC UPPH
11 DPSC 20 DPSC PCM



44

1 DPSC

1-2 DPSC

1-4
DPSC

OJT
DPSC

2

15 3.5

DPSC

12

MSWM

DPSC
2 2,600 13

220

5

M/P

1

DPSC
CD

                                                       
12

DMSC UPPH DPSC

13 18



 

－45－ 

れ、又、その結果として改善されたサービスを享受する住民の声を根拠に更なる政策的な

うしろ盾を得ると考えられる。このような連鎖的な変革により DPSC の組織能力強化が加

速され、政策的・制度的な自立発展性を高めていくこととなる。 

2） 組織・財政支援面での自立発展性 
前述のとおり政策的裏づけの存在は、GOC 内において予算配分に前向きな取り組みを期

待できるものの、キューバの国際社会における状況を総合的に考慮すると、財政的観点か

らの自立発展性は必ずしも楽観視できるものではない。しかしながら、その弱点を補完す

る一定の条件がプロジェクト内に担保されている。例えば、M/P の見直し作業がプロジェ

クト活動として実施され、プロジェクト終了時には、現実に対応した改訂 M/P ができあが

る。財政的観点も考慮した持続可能なプランが求められることから、追加投入が抑え込ま

れているか、実現可能な財源を示したうえでのハバナ市全体へ普及拡大するための具体的

な計画になる。このように、財政的な観点からの自立発展性を確保する仕掛けがプロジェ

クト活動のなかに組み込まれていることと、DPSC には開発調査のカウンターパートが多

数在籍しており人材の層が厚く、又人材の定着率も高いことから、組織面・財政支援面と

もに自立発展性を確保し得る。 

3） 技術的自立発展性 

技術的観点からの自立発展性は高いと判断される。その理由として、第一に、本プロジ

ェクトで移転される技術は M/Pに沿って廃棄物管理強化をめざすカウンターパートのニー

ズに合致したものであり、又技術者の技術吸収能力及び意欲が高く、受入れの態勢が整っ

ていることがあげられる。修理・メンテナンス能力の向上に貢献する技術移転に関しては、

現地における適正技術を見極めたうえで技術移転に使用する機材選定が行われるが、現在

のキューバ側技術者は、極度のモノ不足と複数のドナーから供与される様々なメーカーの

機器に対応を余儀なくされるという環境下で働いており、これに対して高い意欲に裏づけ

られた知恵と工夫で対応してきていることから、自らが必要とする技術を受け入れ、吸収

する能力は大変に高いと見込まれる。なお、DPSC スタッフの離職率は低いため、技術移

転を受けたカウンターパートは安定的に同組織において能力を生かすことが期待できる。 
技術的自立発展性が高いとする第二の理由は、自立発展的で総合的な廃棄物管理サービ

ス提供メカニズム14を同定する活動をプロジェクト期間内に行うことにより、プロジェク

トそのものに技術的自立発展性を担保する仕組みが組み込まれていることである。発生源

におけるごみ減量の新たな試みを行うアウトプット 2 達成に向けた活動においては、パイ

ロットプロジェクト対象地区となるミラマール町での経済・社会・文化状況を踏まえたう

えで継続的に実践可能な分別収集・ごみ減量モデルが模索されていく。それは、ミラマー

ル町のみにおいて実践可能な分別収集・コンポスト製造を開発することを目的とするもの

ではない。広くハバナ市内の各地域において、分別収集に参加する特定発生源をどのよう

に選ぶのか、ハバナ市全体において持続可能な分別収集とはどのようなものであるのか、

集める方法や頻度はどうするのか、収集車両の数が限られるなか、収集車配置をいかにや

りくりするのか等々、具体的な内容を実証的に詰めていく作業そのものがプロジェクトの

活動となっている。これらの活動による成果の共有は、テクニカルコミッティー等をプロ

                                                        
14 ここで指す「技術」には、調整能力やマネージメントといったソフト面の「技術」も含まれることになる。 
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ジェクトにおいて結成し、技術指導・移転を行っていくことを計画しているため、パイロ

ットプロジェクト対象地区以外の地域への導入が可能か否か、このミラマール町での試行

を通して検討し、技術が普及していく可能性は高い。 

 
３－７ 環境社会配慮 

３－７－１ 環境社会配慮の方法 
（1）環境社会配慮の方針 

本調査における環境社会配慮は、以下に従って行う。 
1） 対象活動 

本調査における環境社会配慮の対象は、現時点で環境・社会に影響を及ぼすと想定さ

れる活動を対象とすることとし、スタッフのトレーニング、計画策定はこれの対象とは

しない。 
また、対象とする活動を以下の 3 段階に分け、それぞれの段階別に評価する。 

・準備/工事前：土地取得、造成、工事に伴う重機、資材の搬入 等 
・実施中/工事中：機器の設置、工事の施工 等 

・運用時：廃棄物の埋立、機器の運転・メンテナンス 等 

2） 環境影響の評価方法 

環境社会への影響評価は、環境影響マトリックスを用いて評価する。評価にあたって

は、正と負の影響について、それぞれ 3 段階で評価する。ただし、ここで行う評価は、

相対的な評価である。 

3） 環境社会配慮チェックリスト 

本調査の元になった技術協力プロジェクトの要請書にも JICA 環境社会配慮チェック

リストが添付されていたが、現地調査の際に技術協力プロジェクトの内容が議論され活

動内容が明確になったので、改めて、チェックリストを作成する。なお、活動内容によ

って及ぼす環境社会への影響も異なることから、対象ごとにチェックリストを作成する。 

チェックリストの作成は、CITMA-Habana の EIA 担当官と協働して行った。なお、

CITMA-Habana はハバナ市において実施されるプロジェクトの EIA 審査機関でもある。 

 

（2）環境社会配慮の対象 

本プロジェクトは、表 3-7 に示す 4 つの成果と 15 の活動で構成される。このうち、環境

社会への影響が生じる可能性のある活動として、以下の活動をあげることができるので、

ここでは、これらの活動を本調査における環境社会配慮の対象とする。 

・2.2 パイロットプロジェクト対象地区におけるコンポスト製造活動 

・3.2 車両整備場・修理工場の改善 

・4.3 新規東部最終処分場の設計に関する助言 



 

－47－ 

表 3-1 本調査で提案したプロジェクト成果と活動 

成 果 活 動 

1. DPSC の総合的な廃棄物

管理能力の向上 

 

1.1 M/P の改訂 
1.2 DPSC の事業管理能力強化 

1.3 DPSC スタッフの廃棄物管理能力強化のための研修/OJT 
1.4、1-5 廃棄物教育プログラムの実施 

2. 発生源におけるごみ量減

量化能力の強化 

2.1 パイロットプロジェクト対象地区における分別収集強化活

動 
2.2 パイロットプロジェクト対象地区におけるコンポスト製造

活動（ホームコンポスト、コミュニティコンポスト） 

3.ごみの収集・運搬能力の強

化 

3.1 収集運搬計画の改訂とその実施 

3.2 車両整備場・修理工場の改善 
3.3 コンテナ・収集車の運用改 

3.4 UPPH スタッフのトレーニング 

4.最終処分場の設計と運営管

理能力の強化 

4.1 既存最終処分場への収集車搬入管理 

4.2 既存最終処分場重機・機器改善 

4.3 新規東部最終処分場の設計に関する助言 

4.4 最終処分場運営管理に関するトレーニング 

 

（3）環境社会配慮のプロセス 

本調査における環境社会配慮のプロセスを図 3-2 に示す。ここで行う環境社会配慮は、

既存資料及び現地踏査、ヒアリング調査によって得られた環境社会条件を基に、活動が実

施された場合の影響要因を抽出し、これを基に環境影響マトリックスを作成する。また、

現時点での JICA 環境社会配慮チェックリストを作成する。さらに、必要があれば、今後、

講じるべき環境社会配慮事項を示す。 

 

 
 

図３－２ 環境社会配慮のプロセス 
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３－７－２ パイロットプロジェクト対象地区におけるコンポスト製造 

（1）活動概要 
本活動の主要な目的は、①コンポスト製造のための有効な有機ごみ収集システムを構築

すること、②質の高いコンポスト製造のためのノウハウを得ることである。 
ハバナ市東方に位置するプラジャ区ミラマール町をパイロットプロジェクト対象地区と

し、町内のホテル、レストラン等から排出される有機ごみを専用収集車によってドア・ツ

ー・ドアで収集する。これにより、コンポストの安全と質を確保する。収集した有機ごみ

を既存最終処分場の 1 つである Calle100 最終処分場の一画に設けたコンポストヤードで有

機ごみのコンポスト化を図る。製造したコンポストは一時、ここに保管し、必要に応じて

出荷する。 
なお、予定サイトは 2008 年 1 月に DPSC がコンポストプラントを設置した所であるが、

ハリケーンによって施設が破壊され、そのままになっている用地の一部を使って質の高い

コンポスト製造のためのノウハウを培う。本活動では、コンポスト製造のためのヤード施

設の建設を予定している。施設はコンポスト化するためのコンクリートの区画と雨風、日

射を防ぐための屋根とネットで周囲を囲む工事、及び、水道、電気の敷設を想定している。 

 

（2）環境の現況 

有機ごみの収集地域は、ハバナ市東方に位置するプラジャ区ミラマール町をパイロット

プロジェクト対象地区としている。ミラマール町の人口は約 2 万 2,600 人、6,700 世帯、面

積 4.5km2 である。プラジャ区は役所、オフィス、ホテル、外国の大使館、領事館が分布

している。また、公園や庭をもつ家屋も多く、他地域と比較して人口密度は低く、緑化密

度は大きい。 

コンポストヤードは、プラジャ区の南に位置している Marianao 区の Calle 100 最終処分

場の一画にある。Calle 100 最終処分場は、ハバナ市の郊外にあり緑地、農地が広く広がっ

ている。また、周辺には大学があるが、民家はない。 

 
（3）想定される環境社会への影響 

本活動の環境影響マトリックスを表 3-2 に示す。以下に、想定される主要な影響を述べ

る。 

＜工事前＞ 

・工事前の作業には、建設資材・機器の搬入が含まれるが、特に、顕著な影響は生じな

いものと考えられる。 
＜工事中＞ 

・コンポストヤード施設の建屋は簡易なもので、かつ、建設工事は短時間を想定してお

り、建屋建設工事に伴う騒音、振動などの影響は軽微なものであると推測される。 

＜運用時＞ 
・コンポストの原料となる有機ごみの収集・運搬には有機ごみ専用収集車を使用する予

定であるが、本活動は 1～2 台の有機ごみ専用収集車を使うのみであることから、収集

車両数の増加に伴う、交通量、騒音、振動の増加は無視できるレベルであると考えら

れる。 
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・コンポスト製造時に悪臭の発生が考えられる。しかし、コンポストヤードは最終処分

場内にあることと、周辺には民家がないことから、悪臭は発生による影響は軽微なも

のであると推測される。 

・ごみのコンポスト化によって、廃棄物の処分量が削減されるので、わずかながら処分

場の延命化につながる。 

 
（4）必要な対策 

特に、環境社会配慮に関する事項はないが、有機ごみ専用収集車両は厨芥類からの水分

や悪臭が漏れることのないような構造であることが望ましい。 

 
３－７－３ 車両整備場・修理工場の改善 

（1）活動概要 
ハバナ市 Marianao 区に位置する UPPH の廃棄物収集車両整備場・修理工場の設備改善を

行うことにより、収集車両の修理、メンテナンスの改善を図り、収集車の稼働率を上げ、

廃棄物収集率を向上させることに寄与する。設備の改善としては、新たな工作機器の導入、

不足している工具類等の配備である。 

 

（2）環境の現況 

対象とする整備場・修理工場は既存の UPPH の施設である。整備場・修理工場は、ハバ

ナ市郊外の国道の近傍にあり、周辺は農地と緑地であり、民家はない。 

 

（3）想定される環境社会への影響 

本活動の環境影響マトリックスを表 3-2 に示す。以下に、想定される主要な影響を述べ

る。 

＜実施前＞ 

・実施前の作業としては、工作機器のための電気配線などが含まれるが、これらによる

環境社会による顕著な影響はないものと推測される。 

＜実施中＞ 

・機器の設置、工具類の搬入があるが、これらの梱包材を廃棄する場合、割合としては

小さいが、廃棄物量が一時的に増加する可能性がある。 
＜運用時＞ 

・既存収集車両整備場・修理工場に工作機器の設置と工具類を入れるので、現在の作業

と変化はないので、新たな環境社会影響はないものと考えられる。 

・故障して使われていなかった機器類が新たな機器に入れ替わることで、電気消費量が

上がる可能性がある。ただし、古い機器は 40～50 年前のもので、消費電力が大きいも

のと推測されるので、これを考慮すると電力使用量も顕著な増加にならないものと考

えられる。 

・収集車両の稼働率が上がるので、廃棄物の収集率が向上する。 
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（4）必要な対策 

特に、環境社会配慮に関する事項はない。 
 

３－７－４ 新規東部最終処分場の設計に関する助言 
（1）活動概要 

本活動では、DPSC が新規東部最終処分場の設計をするにあたり、環境面からの技術的

助言を DPSC に対して与えるものである。特に、浸出水の処理方法の技術的助言が必要で

ある。ただし、実施設計、施工監理、施工そのものはキューバ側の責任で行われ、JICA は

いずれも行うものではない。 

対象となる新規東部最終処分場は、ハバナ市中心から東方の Guanabacoa 区に位置し、国

道から 1.3km 入った所にある（図 3-3）。本処分場は、ハバナ市の東部地域で収集された廃

棄物を処分する計画である。 
サイトは、7 つの区域に分けられ（図 3-4）、5m ほど、掘削される。岩盤の硬い場所はダ

イナマイトで掘削することを予定している。7 つの区域は順次、埋め立てに使われる。埋

立地はキューバで初めての衛生埋立方法を採用し、埋立区域にはプラスチックシートを引

き、ガス抜きパイプを設置する予定。また、浸出水の処理として、現在のところ、酸化地

を設ける計画となっている。 

工事は、国道からサイトまでのアクセス道路の工事が既に始まっている。処分場の工事

は今年 10 月から始める計画であるが、延びる可能性もある。 

 

（2）環境の現況 

最終処分場サイト予定地は、国有地で以前は石切り場や農業に使われていた。サイトは

丘陵地で、低木が繁茂している。サイト周辺は、林地、農地でマンゴーの栽培を行ってい

る地域も近傍にある。サイトの流域にはサンタマリア農業用貯水池等のいくつかの貯水池、

池が分布している。また、サイトから数キロ離れたところにサナトリウムがあり医療用飲

料水を採取する井戸があり、それらへの影響が懸念されているので、IHR からライナー等

埋立地遮水構造の設置及び浸出水の処理を現在計画されている酸化地方式から処理レベ

ルを上げるように指摘されている。 

サイト予定の一部は、帯水層が浅く、深く掘り下げることができない。 

 
（3）想定される環境社会への影響 

本活動の環境影響マトリックスを表 3-2 に示す。以下に、想定される主要な影響を述べ

る。 

＜工事前＞ 

・工事前としては、土地取得、工事用重機、工事資材の搬入がある。 

・サイトは国有地であるので、用地取得による環境社会への影響はないものと考えられ

る。 

・工事用重機、資材の搬入に伴う交通量の増加、排ガス、騒音、振動レベルの増加があ

るが、これらの影響は一時的なものであることと、周辺が林地や農地であるので顕著

な影響はないものと推測される。 
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＜工事中＞ 

・埋立地区は、5m ほど掘削する予定であり、現在の地形が改変されることが認められ

る。 

・一部のサイトでは帯水層が浅いので、掘削の程度によっては帯水層を分断させるおそ

れがある。 

・工事用重機の運転による排気ガス、騒音・振動レベルが上がる周辺が林地、農地であ

ることから、顕著な影響はないものと推測される。 

・サイトの一部の岩盤が固いことが考えられる。その場合、ダイナマイトによる掘削作

業を採用する可能性があり、瞬間的に爆発音・振動が生じる。 

＜運用時＞ 
・廃棄物収集車による廃棄物の搬入によって、周辺アクセス道路の交通量が増加する。

また、排気ガスによる大気汚染、騒音・振動レベルの増加が推測されるが、サイト周

辺には人口密集地や産業がないので顕著な影響はないものと考えられる。ただし、収

集車からのごみの散乱のおそれがあるので、収集車のごみ飛散対策を講じる必要があ

る。 

・浸出水によって、サイト周辺に位置する貯水池及び地下水汚染の可能性があげられる。 

・現況土地利用が改変される。また、自然景観が消滅する。 

・キューバで初めての衛生埋立なので、これが実現できれば衛生環境の改善につながる。 

 

（4）必要な対策 

本活動は、最終処分場設計にかかわる助言を行うもので、直接、設計や工事にかかわる

ことはないので、本活動が前項で指摘した影響の原因になることはない。むしろ、浸出水

の処理レベルを適正レベルに確保するための助言によって、環境負荷を減少させることに

つながる。しかし、適切な浸出水処理レベルと方法を検討するためには、詳細な地下水の

状況や貯水池、河川などの表面水の環境の現況と利用の実態を調査する必要がある。 

 
３－７－５ 結 論 

上記調査結果を踏まえ、本プロジェクトの JICA 環境社会配慮カテゴリは、最終的に「C」

と審査された。 
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図３－３ 新規東部最終処分場予定地 
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３－８ 団長所感 

2009 年 1 月に表記調査を実施した。その結果の詳細については、既に別途詳述のとおりである

が、以下では、本件のような課題対処能力向上（CD）支援を目的とするプロジェクトを実施する

際に決定的な要件となる、カウンターパート機関のオーナーシップ、主体性と内発性、そしてキ

ャパシティの包括性という観点から、総括し留意点を記載したい。 

本件は、2003～2006 年の開発調査によって策定された M/P を前提として、そのキューバ側によ

る実践を支援することが主たる協力内容となっている。したがって、まず、キューバ側の開発調

査後の M/Pの各事項の具体的な実践状況を調査し M/Pのオーナーシップと主体性を検討すること

が必要であった。 

今回の詳細計画策定調査の結果によれば、キューバ側による M/P のオーナーシップは極めて高

いものがある。調査中もカウンターパートからは「この M/P はハバナ市の廃棄物管理改善を包括

的に考えるための唯一の文書だ」といった声がしばしば聞かれ、実際、中央政府に対する収集車

両の更新・調達のための予算申請や、新規埋立処分場の建設申請では、この M/P が主要な根拠文

書として使われたという。すなわち、M/P に対するキューバ側の強いオーナーシップを確認でき

た。 

一方、M/P の実践状況については、最大の前進は、ごみ収集能力強化である。中央政府の強い

コミットメントの下、長期にわたり更新されず老朽化が進んでいたごみ収集車両の更新に 2007

年から自助努力で着手し、まだ絶対数としては非常に不足しているとはいえ、現時点で新規ごみ

収集車 70 台（総額 500 万 US ドル程度と推定）を配備していることが確認できた。また、本調査

期間中にも新コンテナ多数が搬入される状況も観察された。いずれも輸入物資であり、キューバ

の大変厳しい外貨事情にもかかわらず予算を廃棄物管理改善のために大きく投じていることは、

強い自主性の現れである。 

また、開発調査パイロットプロジェクトでの経験を踏まえて、分別収集・コンポスト製造に基

づくごみ減量化を、3 分別方式から 2 分別方式に転換し、継続パイロットプロジェクトにて検証

を試みたり、中間処理の一環としてバイオガス製造プラントの導入を図ったりしている（以上 2

件は UNIDO の技術協力で実施された）。いずれもごみ埋立量の減量を目的とする。また、緊急埋

立地（オープンダンプ）の閉鎖と既存最終処分場の運営管理の目に見える改善など、制約ある条

件の下でも様々な工夫を継続的に実施していることが確認できた。開発調査のパイロットプロジ

ェクトの段階では不十分で未熟であった点について、改善の試みが継続的になされていることが

確認できた。廃棄物管理に関する知識についても、参加型ワークショップのアクティブな反応を

みるにつけ、開発調査時点と比較して大きく向上していることを実感した。これらは単なるオー

ナーシップのみならず、ハバナ市当局の廃棄物管理改善のための強く持続的な政策的意思と、主

体性・内発性の表れでもあり、課題対処能力（キャパシティ）の向上を示すものでもある。 

今回の調査は 2007 年 8 月の要請書に基づくものであるが、要請後１.5 年余りを経て、ニーズ

に若干の変化（発展）が現れていることも確認できた。すなわち、ハバナ市東部地域に新規埋立

処分場の用地が確保され、その設計・建設段階に入ったことである。この新規処分場建設も M/P
の提言事項ではあったが、当時は用地問題が解決できずあくまでコンセプトであった。今回、そ

れが実施段階に達していることが明確になった。キューバ側からは、「キューバで初めてとなる環

境に配慮した最終処分場を建設することは廃棄物管理分野のトップ・プライオリティである」と

繰り返し言明があり、2007 年の当初要請では必ずしも明記されていなかったものの、その設計（と
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りわけ浸出水処理システム）・施工管理に対する日本からの技術的助言を本プロジェクトの１コン

ポーネントとして入れることが強く要望された。 
結果、参加型ワークショップの結果も参考にして、PDM に示したとおり廃棄物管理の要素であ

る、「発生排出」「収集運搬」「中間処理」「最終処分」をすべて包括し、現状に即して支援のメリ

ハリをつけて４つのコンポーネントにまとめたプロジェクト・デザイン案を協働で策定した。デ

ザインにあたっては、最終処分場に関する支援（アウトプット４）に加えて、現状の制約条件の

うち最大のものと考えられる、UPPH 車両・機材メンテナンス体制の不備（これは、車両や重機

の不足に直結する）に焦点をあて、その拡充と技術獲得により、ごみ運搬事業の持続性が確保で

きるようにした（アウトプット 3）。このほか、M/P の改訂支援やごみ教育を含む総合的な運営管

理改善支援（アウトプット１）、分別収集と有機ごみコンポスト（アウトプット 2）、といった要

素をこれまでの開発調査や UNIDO プロジェクトの経験も踏まえて実験計画法的なアプローチか

ら設定している。 
上述のとおり、キューバ側のオーナーシップと主体性は大変強いものがあり、比較的小さいが

重点的投入で相手側のイニシアティブを励起し、自助努力できるものについてはそれに依拠し、

非常に厳しい経済的条件の下でも大きなインパクトと持続性の確保への展望を得ることができる

と考えられる。 

大きな制約要因として考えていた機材の調達については、確かに手続き上困難な点や留意しな

ければならない点はあるものの、基本的に援助窓口機関 MINCEX（及び実施機関 EMED）を通じ

て現地調達できる可能性が十分あることが明らかとなった。プロジェクトの初期に機材調達専門

家を派遣することにより解決可能と思料する。 
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